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企業の男女均等施策やWLB施策が業績に与える 

影響：相対的な業績指標を利用して1）

奥井　めぐみ，大内　章子，脇坂　明

１．はじめに

　本研究では，企業が女性活躍推進などの均等を高める施策を行うことや，両立支援策，ワー
ク・ライフ・バランスをすすめるための方策を行うことが，業績を高めるのかどうかを，企業
の個票データを利用して分析することを目的としている。
　本研究の特徴は，次の２つである。一つ目は，企業の業績については，相対的な業績指標を
用いることである。一般に，企業の業績には売上高や利益など，財務諸表から入手できる情報
を利用するが，企業規模や業種によって業績には差があり，同じ企業規模，同じ業種で比較し
た場合で，企業の業績の良し悪しは判断されるべきであろう。そこで，本研究では，同業種・
同規模の他社と比較した場合の業績を５段階で回答させた相対的な指標を業績指標として利用
している。相対的指標を用いた代表的な研究には，Perry-Smith and Blum（2000）がある。彼
らは Delaney and Huselid（1996）が用いた製品の品質など７項目についての企業の相対的な業
績指標2）を利用し，これらの業績指標と企業の work-family policyとの関係を分析している。分
析結果より，創業年数が古い企業や女性比率の高い企業では，両者の関係が強くなることを示
している。
　二つ目は，企業規模の概念について丁寧に扱っていることである。企業規模といった場合は，
いわゆる正社員以外の社員も含めた常用労働者とした方がよいが，均等施策やワーク・ライ
フ・バランス施策から影響を受ける社員の多くは正社員であろう。そのあたりの扱いが，従来
の研究では曖昧であった。本研究では，常用労働者，正社員のそれぞれについて，人数の情報
が得られるので，企業規模は常用労働者数で，均等度等の指標を考える場合には，正社員に関
する数字を利用して変数を作成した分析が可能である。
　均等施策とワーク・ライフ・バランス施策の取り組み状況が企業業績に与える影響について

 1） 本研究では，独立行政法人労働政策研究・研修機構より，大変貴重なデータを利用させていただく機会を
得た。記して感謝します。

 2） 具体的には，「過去３年間の組織のパフォーマンスを同業他社と比較した場合にどうであるか」について
次の７項目について４段階で回答させている。１）製品やサービス，プログラムの質，２）新しい製品，
サービス，プログラムの開発，３）良質な労働者の採用，４）良質な労働者の定着，５）顧客や取引先の
満足度，６）全般的な労働者同士の関係，７） 経営陣と労働者との関係。
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は，脇坂（2007）が，独立行政法人労働政策研究・研修機構が2006年６月に行った「仕事と家
庭の両立支援にかかわる調査」（以下，2006年調査）の企業個票データを利用して分析している。
2006年調査は，後述する今回利用した調査と，質問項目が重なっているものが多い。2006年調
査を利用した脇坂（2007）の研究では，業績指標として従業員一人当たり売上高，経常利益や，
５年前との業績比較スコア，同業種・同規模の他社との比較を利用している。分析結果より，
業績の平均値を比較すると，均等施策の取り組みを表す均等度とファミリーフレンドリー3）施
策の取り組みを表すファミフレ度の両方について得点の高い本格活用企業で，業績が有意に高
いことが示された。また，業績指標を被説明変数とし，均等度やファミフレ度を説明変数とし
て分析した回帰分析結果によると，一人当たり経常利益に対して，均等度やファミフレ度が有
意にプラスの影響を与えていることが示された。一方で，同業他社との比較指標は，有意なも
のは少ない。川口（2008）も2006年調査を利用し，「非合理的差別」と「統計的差別」の存在
を検証する観点から均等処遇指標が業績に与える影響を分析しており，脇坂（2007）と同様の
結果を得ている。
　一人当たり経常利益などの実際の財務指標は，相対的な指標と異なり厳密な分析が可能にな
ると期待される。しかし，これらの指標は業種や規模での格差が大きい。例えば，収益率の高
いＡ業種のａ企業では，均等度等施策の導入が遅れていても，収益率の低いＢ業種のｂ企業よ
りは一人当たり経常利益が高い可能性がある。ｂ企業では均等施策の導入を進めており，同業
種では業績が良いとする。すると分析結果では，施策を進めていないａ企業で業績がよいこと
から，均等施策導入が業績を向上させる効果が弱められてしまう。この問題は，業種ダミー変
数や企業規模ダミー変数等である程度コントロールできるが，アンケート調査でわかる業種区
分は大まかなものしか得られない。例えば，調査項目では「製造業」とひとくくりにされてい
るが，電化製品の製造と食品製造では収益率が異なるので，ダミー変数には限界がある。この
ような問題を回避するためには，主観的な指標である企業担当者が同業種・同規模の他社と比
較した場合の業績のよさを利用した方がよいと思われる。そこで本研究では，同業他社との比
較の業績指標を用いての分析を行う。

２．利用データ

　利用したのは，独立行政法人労働政策研究・研修機構が2012年10月におこなった「男女正社
員のキャリアと両立支援に関する調査」の企業調査の個票データである。調査報告書は，（独）
労働政策研究・研修機構（2013）にある。この報告書を基に，調査概要について紹介する。
　この調査は，（独）労働政策研究・研修機構が2006年６月に行った「仕事と家庭の両立支援
にかかわる調査」（2006年調査）の内容も参考にして企画，実施されている。2006年調査は，
全国の従業員数300人以上の企業とその企業に勤める管理職と一般従業員に対して実施してい
る。
　企業調査の調査対象は，「全国の従業員300人以上の企業6,000社と従業員100～299人の企業
6,000社の計12,000社（300人以上の企業と100～299人の企業のそれぞれについて業種別（「農林

 3） 脇坂（2007）では「ファミリーフレンドリー（ファミフレ）」と表現されているが，本研究では「ワーク・
ライフ・バランス（WLB）」と表現している。表現は異なるが，内容は同じである。
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漁業」・「複合サービス事業」・「公務」を除く）に層化無作為抽出）」である。有効回収数は，
企業規模従業員300人以上のサンプルは1,036社（有効回収率17.3％），企業規模従業員100～299
人のサンプルは934社（有効回収率15.6％）である。本研究では，企業データ1,970社のうち，
利用した変数についての情報が得られるサンプルを用いて分析を行った。
　このデータを使って分析したものとして，武石（2014），脇坂（2014），奥井 ･大内 ･脇坂
（2015）などがある。

３．変数加工

　本節では，利用変数について説明する。まず，相対的な企業業績指標は，売上高，経常利益，
生産性の各項目について「同業種・同規模の他社と比較して，貴社はどの程度成果を上げてい
ますか」と尋ねた質問を利用し，「良い」を５，「やや良い」を４，「ほぼ同じレベル」を３，「や
や悪い」を２，「悪い」を１とする変数を用いた4）。
　企業の属性を表す変数としては，常用労働者数の対数とその２乗項，産業ダミー変数5），男
性正社員の平均年齢を利用した。男性正社員の平均年齢を利用したのは，Lazear（1979）より，
エージェンシー問題を解決するには，企業は，労働者が若いうちは生産性よりも低い賃金を支
払い，年を取ると生産性よりも高い賃金を支払うことが最適な賃金の支払い方法であるという
考えに基づき，平均年齢が低い企業では，労働者に生産性よりも低い賃金を支払うために，収
益が高くなると予想されるからである。
　本研究で利用する業績指標は，「同業種・同規模企業」との比較であるため，業績に規模や
産業や属性が与える影響はコントロールできる。その上で，常用労働者数に関する変数と産業
ダミー変数とを加えたことで，企業規模や産業によって，相対的な業績の回答に偏りがあるの
かどうかを確認することができる。例えば，ある産業で特に業績の良い企業が集まっていたり，
他の産業に比べて楽観的な回答をする傾向が強かったりすると，その産業のダミー変数は業績
に対して有意にプラスになるであろう。産業ダミー変数を加えずに分析すると，均等施策の導
入が進んでいる業種で，たまたま一時的に悪かった場合，あるいは相対的に業績の悪い企業の
比率が高い場合，均等施策の導入が業績を低めるという見せかけの結果が生じるかもしれな
い。規模についても同様である。
　以下では，均等取り組みの指標とワーク・ライフ・バランス取り組み指標について説明する。
これらの指標は，脇坂（2007）を参考に作成したものである。

 4） なお，利用データより，常用労働者一人当たり売上高，常用労働者一人当たり経常利益が求まるので，相
対的売上高，相対的経常利益との相関係数を求めたところ，売上高については－0.0336，経常利益につい
ては－0.0161とゼロに近く，両者の相関は観察されなかった。総資産利益率や売上高成長率などの実際の
業績指標と相対的な企業業績指標との関係については，Dess and Robinson, JR.（1984）が両者の関係を分
析し，相関があることを示しているが，本研究で利用したデータではそのような結果が得られていない。

 5） 「鉱業，採石業，砂利採取業」「建設業」「製造業」「電気・ガス・熱供給・水道業」「情報通信業」「運輸業，
郵便業」「卸売業」「小売業」「金融業，保険業」「不動産業，物品賃貸業」「宿泊業」「飲食サービス業」「教
育，学習支援業」「医療，福祉」「その他サービス業」「その他」の16分類。
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（１）企業の均等取り組みの指標
　企業の均等施策の取り組み状況を表す指標としては次のような６つの変数を作成した。

女性正社員活躍のための施策スコア
　「女性採用比率の向上のための措置」「特定職務への女性の配置比率の向上のための措置」「女
性専用の相談窓口の設置」「管理職の男性や同僚男性に対する啓発」「女性に対するメンターな
どの助言者の配置・委嘱」「人事考課基準の明確化」「女性の役職者への登用を促進するための
措置」の７つの各項目について，「現在実施している」企業には２点，「現在は実施していない
が過去に実施していた」企業には１点，「これまで実施したことがない」企業には０点を配点
して足し上げた数値を，「女性正社員活躍のための施策スコア」とした。

女性役職者への登用促進措置スコア
　「女性の役職者への登用を促進するための措置」を現在実施または過去に実施していた企業
について，「目標人数や目標比率の設定」「候補者の把握と計画的な育成」「役職への登用試験
についての女性への受験奨励」「高度な訓練について女性への受講奨励」「女性に対する役職者
昇進につながる追加的な教育訓練の実施」「転勤を役職登用条件とすることについての見通し」
「役職登用に必要な職務経験の計画的付与」「ロールモデルとなる女性役職者の育成や周知」「出
産・育児による休業などがハンディとならないような評価方法の導入や役職登用条件の見直
し」「管理職に対する女性部下育成に関する意識啓発」「その他」の11の項目について，選択さ
れているものは１点として足し上げた数値を「女性役職者への登用促進措置スコア」とした。
現在も過去にも「女性の役職者への登用を促進するための措置を行っていない企業」は０点と
なる。

ポジティブ・アクションのスコア
　「ポジティブ・アクションの方針の明確化」「ポジティブ・アクションに関する専任の部署，
あるいは担当者の設置」「女性の能力発揮についての問題点の調査・分析」「女性の能力発揮の
ための計画の策定」「計画に沿った措置の実施状況の公表」「ポジティブ・アクションとしての，
仕事と家庭の両立支援の整備，利用促進」の６つの各項目について，「現在実施している」企
業は２点，「現在は実施していないが過去に実施していた」企業には１点6），「これまで実施し
たことがない」企業は０点を配点し，足し上げた数値を「ポジティブ・アクションのスコア」
とした。

女性比率
　常用労働者女性比率，正社員女性比率，大卒正社員女性比率をそれぞれ求めた。総合職女性
比率も求めることを考えたが，総合職女性がいない場合は０が入ることになり，それは均等度
の指標としてはおかしいので，今回は用いなかった。

 6） 脇坂（2007）では，「現在実施している」と「現在は実施していないが過去に実施していた」とを同じ得
点とし，「過去に実施していた」企業を高く評価していたが，本研究では，「現在は実施していないが過去
に実施していた」企業は，ポジティブ・アクションの取り組みが劣っていると判断した。
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男女平均年齢差・平均勤続年数差
　男女平均年齢差，男女平均勤続年数差を，均等度の指標として用いた。男女平均年齢差や男
女平均勤続年数差が大きい場合は，結婚・出産・育児による女性の退職率が高いことが予想さ
れる。また，平均年齢にあまり差がないのに，平均勤続年数に差があれば，男女いずれか（お
そらく女性）で中途採用者が多いことになる。

管理職等登用比
　係長，課長，部長，役員の各役職について，（女性役職者÷男性役職者）÷（女性正社員÷
男性正社員）を役職の登用比とした。

　この他，新卒採用の女性比率に関する変数も均等度の指標として作成してみたが，採用に関
する項目に回答していない企業が目立つために，この変数を加えると分析の際にサンプル数が
500程度減少してしまう。そのため，この変数は用いなかった。

（２）ワーク・ライフ・バランス（WLB）取り組みの指標
　続いて，企業のワーク・ライフ・バランス施策の取り組み状況を表す指標としては次のよう
な５つの変数を作成した。

両立支援，WLB 推進策スコア
　「女性の結婚・出産後の就業継続意識の向上の推進」「育児休業などの両立支援制度の従業員
への周知」「従業員の育児に係る休業や短時間勤務について職場の協力の確保」「男性の育児休
業取得の推進」「企業全体としての所定外労働（残業）削減の取り組み」の５つの各項目につ
いて，「実施している」企業は５点，「実施していない」企業は１点を配点し，足し上げた値を
「両立支援，WLB推進策スコア」とした。

育児休業制度，育児短時間勤務制度の指標
　育児休業制度，育児のための短時間勤務制度のそれぞれについて，「あり」は２点，「なし」
は０点とし，「育児休業制度有無スコア」「育児のための短時間勤務制度有無スコア」とした。
各制度について，「制度の対象となる子の上限年齢」が「法定どおり」は０点，「法定を超え，
３歳まで」「３歳を超えても可能」「３歳～小学校修学前まで」は１点，「小学校１年 ~３年まで」
「小学校４年以上も可」は２点として「子の上限年齢スコア」とした。両制度について，「女性
対象者の有無と利用者の有無（過去３年間）」について，「出産者なし」は０点，「出産者あり・
利用者なし」が１点，「利用者あり」は２点として「対象者・利用者有無スコア」とした。両
制度について，「男性の対象者の有無と利用者の有無（過去３年間）」について，「配偶者が出
産した者なし」「配偶者が出産した者あり・利用者なし」は０点，「利用者あり」は２点として
「男性対象者・利用者スコア」とした。
　なお，「子の上限年齢スコア」「対象者・利用者有無スコア」「男性対象者・利用者有無スコア」
は，各制度がない企業では０点となる。
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その他の両立支援制度スコア
　「フレックスタイム制度」「始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ」「所定外労働（残業）を免除
する制度」「事業所内託児施設の運営」「子育てサービス費用の援助措置など」「在宅勤務制度」
「子の看護休暇制度」「職場復帰支援策」「配偶者が出産の時の男性の休暇制度」「転勤免除」「介
護休業制度」「介護のための短時間勤務制度」の12の各項目について，「導入予定なし」は０点，
「導入検討中」は１点，「すでに導入済み」は２点とし，足し上げた数値を「両立支援制度の有
無スコア」とした。

女性正社員の継続状況スコア
　女性正社員の妊娠・出産時までの就業継続の状況について，「ほとんどの者が出産後も正社
員として働き続けている」は５点，「妊娠または出産前に離職する者もいるが，出産後も働き
続ける者の方が多い」は４点，「妊娠や出産の時期まで働き続けている者は少ない」は２点，「こ
れまで妊娠や出産の時期まで働き続けた者は一人もいない」は１点，「その他」は３点とし「女
性正社員の継続状況スコア」とした。

その他の両立支援制度の利用実績スコア
　「その他の両立支援制度スコア」で取り上げた12の各項目について，「導入予定なし」「導入
検討中」の場合は０点，「すでに導入済み」の企業で，「利用実績あり」は２点，「利用実績なし」
は０点，「該当者がいない」は１点として足し上げた数値を「両立支援制度の利用実績スコア」
とした。

（３）均等度スコアと WLB 度スコア
　上の（１）で求めた企業の均等施策の取り組み状況を表す指標のうち，「常用労働者女性比
率」「正社員女性比率」「大卒正社員女性比率」は，次のように点数化する。すなわち，0.4以
上0.6未満は５点，0.3以上0.4未満と0.6以上0.7未満は４点，0.15以上0.3未満と0.7以上0.85未満
が３点，0.1以上0.15未満と0.85以上0.9未満が２点，0.1未満と0.9以上が１点とする。
　男女平均年齢差については，－１以上１以下を５点，－３以上－１未満と１超３未満を４点，
－７以上－３未満と３以上７未満を３点，－10以上－７未満と７以上10未満を２点，－10未満
と10以上を１点とする。男女平均勤続年数差は，０を５点，－２以上０未満と０超２以下を４
点，－８以上－２未満と２超８未満を３点，－11以上－８未満と８以上11未満を２点，－11未
満と11以上を１点とする。
　また，各役職の登用比は，次のように点数化する。0.9以上1.1以下は５点，0.5以上0.9未満と
1.1超1.5未満が４点，0.1以上0.5未満と1.5以上２未満が３点，０超0.1未満と２以上が２点，０
が１点，無回答は０点である。
　このように換算した後，均等施策の取り組み状況を表す指標を全て足し合わせた値を「均等
度スコア」とする。この値は，最大で83点となる。
　同様に，ワーク・ライフ・バランス施策の取り組み状況を表す各指標をすべて足し上げたも
のを「WLB度スコア」とする。この値は，最大で94点となる。
　このように作成した変数の基本統計量を，表１に示す。
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表１　変数の基本統計量
変数 サンプル数 平均値 標準偏差 最小値 最大値

同業種・同規模他社との比較スコア（売上高） 1761 3.1420 0.9159 1 5
同業種・同規模他社との比較スコア（経常利益） 1759 3.0131 1.0177 1 5
同業種・同規模他社との比較スコア（生産性） 1743 2.9742 0.8951 1 5
常用労働者数 1970 786.6 2439.1 100 77000
産業ダミー変数
鉱業、採石業、砂利採取業 1929 0.0026 0.0509 0 1
建設業 1929 0.0601 0.2378 0 1
製造業 1929 0.2862 0.4521 0 1
電気・ガス・熱供給・水道業 1929 0.0088 0.0935 0 1
情報通信業 1929 0.0363 0.1871 0 1
運輸業、郵便業 1929 0.0871 0.2820 0 1
卸売業 1929 0.0767 0.2662 0 1
小売業 1929 0.1006 0.3008 0 1
金融業、保険業 1929 0.0228 0.1493 0 1
不動産業、物品賃貸業 1929 0.0109 0.1038 0 1
宿泊業 1929 0.0228 0.1493 0 1
飲食サービス業 1929 0.0197 0.1390 0 1
教育、学習支援業 1929 0.0233 0.1510 0 1
医療、福祉 1929 0.0270 0.1620 0 1
その他サービス業 1929 0.1700 0.3758 0 1
その他 1929 0.0451 0.2076 0 1

男性正社員平均年齢 1913 41.17 5.05 25 65
女性正社員平均年齢 1903 37.18 5.88 20 62
女性正社員活躍のための施策スコア 1864 3.5408 3.3988 0 14
ポジティブ・アクションの実施有無スコア 1922 1.5858 2.7693 0 12
女性役職者への登用促進措置実施スコア 1941 0.4822 1.1394 0 9
常用労働者女性比率 1970 0.3262 1.2641 0 55.55
正社員女性比率 1942 0.2218 0.1769 0 0.976923
大卒正社員女性比率 1676 0.1748 0.1710 0 1
男女平均年齢差 1902 3.96 5.27 －26 31
男女平均勤続年齢差 1866 2.81 4.24 －18 25
係長登用比 1899 0.2073 0.1610 0 0.876877
課長登用比 1899 0.1085 0.0857 0 0.635155
部長登用比 1899 0.0433 0.0440 0 0.440476
役員登用比 1942 0.0251 0.0317 0 0.5
両立支援、WLB をすすめるための方策実施スコア 1936 18.69 5.40 5 25
育児休業制度有無スコア 1970 1.9218 0.3877 0 2
育児休業：子の上限年齢スコア 1960 0.1561 0.4030 0 2
育児休業：対象者・利用者有無スコア 1964 1.5326 0.8228 0 2
育児休業：男性対象者・利用者有無スコア 1963 0.2934 0.7078 0 2
育児のための短時間勤務制度有無スコア 1970 1.7401 0.6727 0 2
育児短時間勤務：子の上限年齢スコア 1923 0.4087 0.6906 0 2
育児短時間勤務：対象者・利用者有無スコア 1929 1.1928 0.8868 0 2
育児短時間勤務：男性対象者・利用者スコア 1965 0.1181 0.4715 0 2
両立支援制度の有無スコア 1832 10.8865 4.0937 0 24
女性正社員の継続状況スコア 1917 3.8837 1.2296 1 5
両立支援制度の利用実績スコア 1719 5.3409 4.2392 0 21

均等度スコア 1495 28.53 7.24 10 55
WLB スコア 1622 46.35 13.49 6 88
均等度スコア× WLB スコア 1271 1389.1 631.1 96 4664

４．企業施策と相対的業績との相関

　本節では，企業の相対的業績と均等度スコア，WLB度スコアとの関係を見るために，これ
らの関係をグラフで表す。以下のグラフは，横軸に均等度スコア，縦軸にWLB度スコアをと
り，各企業の値をプロットしたものである。サークルの大きさは，３節で求めた相対的業績ス
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コアの大きさを表す。ここでは，相対的な売上高をとる。
　均等度スコアとWLB度スコアとを，それぞれ縦軸横軸にとりプロットする方法は，脇坂
（2001）がはじめて行った。脇坂は，縦軸にファミフレ度（すなわちWLB度）を，横軸に均
等度を取って，企業のファミフレ度と均等度の関係から，企業をファミフレ度（低）・均等度
（低），ファミフレ度（高）・均等度（低），ファミフレ度（低）・均等度（高），ファミフレ度（高）・
均等度（高）の４つの象限に分けての分析を行っている。
　図１－１より，均等度スコア，WLB度スコアともに高い企業であっても，同業種・同規模
の他社と比較して必ずしも売上高が高いとは言えないことがわかる。図１－２より，企業規模
別にみると，常用従業員数が100人～299人の企業に比べ，1000人以上大企業では，均等度スコ

図１－１　均等度スコアと WLB 度スコアとのプロット（全体）

0
20

40
60

80
10

0
W

or
k 

Li
fe

 B
al

an
ce

0 20 40 60
Kinto

図１－２　均等度スコアと WLB 度スコアとのプロット（常用労働者数別）
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アもWLB度スコアも高いところに集まっていることがはっきりとわかる7）。図１－３より，
コース別雇用管理制度の有無別でみると，コース別雇用管理制度のある企業の方が，均等度ス
コア，WLB度スコアともに若干高いところにプロットされている。コース別雇用管理制度を
導入している企業では，女性正社員の多くは一般職であると考えられ，昇進の機会もないため
に妊娠・出産を機に辞める者も多いであろう。そうであれば，そのような企業で均等度の方策
やWLBのための施策を導入が，女性労働者の昇進を促し，女性の活用に活かされているかど
うかは疑問が残るため，均等度やWLB度のスコアが高くても，業績は良いとは言えないのは
納得できる結果である。一方，コース別雇用管理制度を導入していない企業では，女性にも昇
進の機会が与えられていることになり，このような企業では，均等度やWLB度のスコアが高
いことと業績のよさとが連動すると予想されたが，図１－３からはそれは読み取れない8）。
　ここでは省略するが，相対的経常利益や相対的生産性で同様に散布図を作成した場合も，均
等度やWLB度スコアが高いほど業績が良くなるという結果は得られていない。

５．企業施策が相対的業績指標に与える影響

　本節では，企業の均等度に関する施策，WLBに関する施策が，企業の相対的な業績指標に
どのような影響を与えるのかを分析した結果を示す。被説明変数となる企業の相対的業績は，
３節で示したように，５段階で表されるため，順序プロビットで分析を行った。説明変数には，
３節で示した個別の均等度やWLBに関する変数を用いた。

 7） ここで，中小企業の比較対象としての大企業として1000人以上9999人以下の企業を選択したのは，この規
模の企業数が比較的多かったためである。以下，企業規模別サンプル数を示すと，100人以上299人は934
サンプル，300人以上999人は722サンプル，1000人以上9999人は301サンプル，10000人以上は13サンプル
であった。

 8） この原因の一つとして，コース別雇用管理制度を導入していない企業の中に，実質的に（コース別雇用管
理制度を導入している企業のように）女性を基幹的な業務を担う者とそうでない者とに分けて採用・雇用
管理している企業が混在している（大内・仙田　2003ほか）ことが考えられる。

図１－３　均等度スコアと WLB 度スコアとのプロット（コース別雇用管理制度有無別）
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　表２－１に分析結果を示す。

表２－１　分析結果：順序プロビット（全体）
相対的売上高 相対的経常利益 相対的生産性

説明変数 係数　　　z 値　　　P>|z| 係数　　　z 値　　　P>|z| 係数　　　z 値　　　P>|z|
常用労働者数対数 0.2076 0.62 0.534 －0.7208 －2.17 0.03＊＊ －0.2981 －0.87 0.384
常用労働者数対数2乗 －0.0137 －0.54 0.591 0.0561 2.21 0.027＊＊ 0.0198 0.75 0.452
鉱業、採石業、砂利採取業ダミー変数 －1.7616 －2.16 0.03＊＊ －1.5057 －1.83 0.067＊ －1.6461 －2.02 0.044＊＊
建設業ダミー変数 0.0983 0.66 0.511 0.1776 1.2 0.23 0.1307 0.87 0.382
電気・ガス・熱供給・水道業ダミー変数 0.7747 2.12 0.034＊＊ 0.6127 1.7 0.09＊ 0.6747 1.87 0.062＊
情報通信業ダミー変数 0.0469 0.27 0.785 0.0837 0.49 0.622 0.1950 1.13 0.258
運輸業、郵便業ダミー変数 0.1739 1.27 0.203 0.2015 1.49 0.136 0.0559 0.41 0.684
卸売業ダミー変数 0.5088 3.92 0＊＊＊ 0.4802 3.75 0＊＊＊ 0.3296 2.51 0.012＊＊
小売業ダミー変数 0.1555 1.26 0.209 0.1878 1.53 0.125 0.0356 0.29 0.774
金融業、保険業ダミー変数 －0.1280 －0.54 0.589 0.1667 0.74 0.461 0.0662 0.29 0.773
不動産業、物品賃貸業ダミー変数 0.0383 0.12 0.901 0.4766 1.5 0.133 0.3966 1.28 0.201
宿泊業ダミー変数 －0.2787 －1.28 0.199 －0.2218 －1.03 0.303 －0.0444 －0.21 0.837
飲食サービス業ダミー変数 0.0096 0.04 0.971 0.2355 0.87 0.382 0.2347 0.88 0.381
教育、学習支援業ダミー変数 －0.1697 －0.45 0.652 －0.3416 －0.97 0.334 －0.5794 －1.35 0.176
医療、福祉ダミー変数 －0.0284 －0.11 0.91 0.1773 0.72 0.474 0.2739 1.09 0.277
その他サービス業ダミー変数 0.1273 1.25 0.211 0.2000 1.99 0.047＊＊ 0.1144 1.12 0.263
その他ダミー変数 0.1815 0.91 0.361 0.2240 1.12 0.262 0.0763 0.39 0.7
男性正社員平均年齢 －0.0309 －3.68 0＊＊＊ －0.0310 －3.72 0＊＊＊ －0.0254 －3.03 0.002＊＊＊
女性正社員の活躍のための施策スコア 0.0186 1.59 0.111 0.0267 2.3 0.021＊＊ 0.0253 2.15 0.031＊＊
ポジティブ・アクション実施のスコア 0.0104 0.67 0.501 －0.0055 －0.36 0.719 －0.0182 －1.18 0.238
常用労働者女性比率 0.0195 1.02 0.308 －0.0007 －0.04 0.97 0.0190 0.99 0.321
正社員女性比率 0.0422 0.14 0.889 0.0652 0.22 0.828 －0.2034 －0.67 0.503
大卒正社員女性比率 0.6226 2.15 0.032＊＊ 0.2624 0.92 0.36 0.3317 1.15 0.251
男女平均年齢差 －0.0025 －0.29 0.768 0.0019 0.22 0.824 0.0086 1 0.316
男女平均勤続差 0.0074 0.76 0.448 0.0021 0.21 0.831 0.0026 0.26 0.792
係長登用比 0.2752 1.25 0.212 0.2172 1.01 0.314 0.1577 0.72 0.474
課長登用比 －0.8545 －1.86 0.063＊ －0.9711 －2.14 0.032＊＊ －0.7291 －1.58 0.114
部長登用比 1.0083 1.21 0.228 0.5668 0.69 0.492 0.1560 0.19 0.852
役員登用比 2.4034 1.64 0.102 2.6239 1.8 0.071＊ 0.9196 0.62 0.532
両立支援・ＷＬＢ方策スコア －0.0014 －0.19 0.85 －0.0066 －0.91 0.362 0.0064 0.87 0.386
育児休業制度有無スコア －0.0188 －0.17 0.865 0.0777 0.71 0.479 0.1128 1.02 0.309
育児休業：子の上限年齢スコア －0.1235 －1.33 0.184 －0.0773 －0.84 0.401 －0.0080 －0.09 0.931
育児休業：対象者・利用者有無スコア －0.0828 －1.4 0.162 －0.0515 －0.88 0.38 －0.0567 －0.95 0.341
育児休業：男性対象者・利用者有無スコア －0.0397 －0.76 0.444 －0.0501 －0.98 0.327 －0.0254 －0.49 0.626
育児のための短時間勤務制度有無スコア －0.0239 －0.36 0.72 0.0010 0.01 0.988 －0.0361 －0.54 0.591
育児短時間勤務：子の上限年齢スコア －0.0655 －1.14 0.253 －0.0258 －0.45 0.649 －0.0512 －0.89 0.374
育児短時間勤務：対象者・利用者有無スコア －0.0030 －0.05 0.96 －0.0341 －0.57 0.571 －0.0492 －0.8 0.422
育児短時間勤務：男性対象者・利用者スコア 0.0978 1.26 0.206 0.1247 1.64 0.101 0.1331 1.7 0.09＊
両立支援制度の有無スコア －0.0085 －0.72 0.469 0.0006 0.05 0.962 －0.0034 －0.29 0.773
女性正社員の継続状況スコア 0.0208 0.64 0.525 0.0611 1.88 0.06＊ 0.0500 1.53 0.127
両立支援制度の利用実績スコア 0.0040 0.33 0.745 0.0106 0.87 0.386 0.0123 0.99 0.322

/cut1 －2.1618 －4.4730 －3.2112
/cut2 －1.3422 －3.6506 －2.2348
/cut3 0.0756 －2.4561 －0.8449
/cut4 1.1475 －1.4709 0.2052

Number of obs 1134 1132 1123
LR　chi2 88.73 81.49 58.95
Prob > chi2 0 0.0002 0.0343
Pseudo R2 0.0301 0.0257 0.0204
＊＊＊…1％水準で有意，＊＊…5％水準で有意，＊…10％水準で有意。

　表２－１より，企業の属性については，常用労働者数対数とその２乗項は，相対的経常利益
のみで有意であること，産業ダミー変数のうち，「鉱業，採石業，砂利採取業」がマイナスで，
「電気・ガス・熱供給・水道」「卸売業」がプラスに有意であること，男性正社員の平均年齢が
マイナスに有意であり，男性正社員の平均年齢が低い企業ほど業績がよいことが示される。
　均等度やWLBの指標については，相対的売上高，経常利益，生産性の３つに共通して有意
なものは観察されないが，女性正社員の活躍のための施策スコアは，相対的経常利益，生産性
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に対して有意にプラス，大卒正社員女性比率が，相対的売上高に対して有意にプラス，男女平
均勤続差が，相対的売上高と生産性に対して有意にマイナスである。すなわち，均等施策に力
を入れることが，企業業績向上につながっていることが窺える。課長登用比は相対的売上高と
経常利益に対して有意にマイナスである。
　なお，各登用比の式には，正社員女性比率が含まれていることから，両者の相関が高いこと
が，課長登用比がマイナスとなる原因かと思われたため，説明変数間の相関を確認した。係長
登用比，課長登用比，部長登用比，役員登用比と女性正社員比率との相関係数は，課長登用比
のみが５%水準で有意であったが，その値は－0.0502と負の値でかつ小さかった。さらに，説
明変数から正社員女性比率を外して同様の分析を行っても，課長登用比はマイナスに有意であ
るという結果が得られた。
　課長登用比がマイナスに有意という結果の解釈については，企業によっては有能でない女性
を昇進させることで，かえって職場の雰囲気を悪くしていることが考えられる。後に示す表４
－１から表４－３では，企業全体の反応に均等施策が与える影響を分析しているが，課長登用
比が高いほど「対象とならない人から不満が出た」「女性に対する偏見が強まった」という反
応が生じる確率が高まるという結果が得られており，それが裏付けられる。
　次に，常用労働者数が100人以上299人以下の中小企業に限って同様の分析を行った。結果を
表２－２に示す。

表２－２　分析結果：順序プロビット（常用従業員数100人以上299人以下）
相対的売上高 相対的経常利益 相対的生産性

説明変数 係数 z 値 P>|z| 係数 z 値 P>|z| 係数 z 値 P>|z|
常用労働者数対数 17.4661 2.94 0.003＊＊＊ 12.7687 2.18 0.029＊＊ 12.4058 2.09 0.037＊＊
常用労働者数対数２乗 －1.6739 －2.9 0.004＊＊＊ －1.2469 －2.19 0.028＊＊ －1.2110 －2.1 0.036＊＊
鉱業，採石業，砂利採取業ダミー変数 －1.8463 －2.28 0.023＊＊ －1.4586 －1.75 0.08＊ －1.7285 －2.09 0.037＊＊
建設業ダミー変数 0.0557 0.28 0.78 0.2286 1.16 0.246 0.1202 0.6 0.546
電気・ガス・熱供給・水道業ダミー変数 1.1901 2.75 0.006＊＊＊ 1.1024 2.58 0.01＊＊＊ 1.1671 2.74 0.006＊＊＊
情報通信業ダミー変数 －0.1417 －0.55 0.58 0.0023 0.01 0.993 0.2262 0.88 0.381
運輸業，郵便業ダミー変数 0.2823 1.45 0.146 0.4173 2.18 0.029＊＊ 0.1340 0.69 0.491
卸売業ダミー変数 0.4443 2.48 0.013＊＊ 0.4714 2.66 0.008＊＊＊ 0.1847 1.02 0.308
小売業ダミー変数 0.3523 1.58 0.113 0.3199 1.46 0.144 0.3786 1.7 0.089＊
金融業，保険業ダミー変数 －0.1221 －0.33 0.739 0.3299 0.95 0.342 0.1789 0.51 0.613
不動産業，物品賃貸業ダミー変数 0.1862 0.46 0.645 0.6593 1.56 0.119 0.4535 1.12 0.264
宿泊業ダミー変数 －0.4793 －1.5 0.135 －0.2293 －0.72 0.471 －0.3111 －0.97 0.33
飲食サービス業ダミー変数 0.9128 0.84 0.4 1.1109 1.04 0.301 1.7503 1.61 0.108
教育，学習支援業ダミー変数 －0.7359 －1.25 0.21 －0.4210 －0.73 0.466 －0.6546 －0.97 0.334
医療，福祉ダミー変数 －0.0982 －0.26 0.797 －0.0056 －0.01 0.988 0.1536 0.4 0.691
その他サービス業ダミー変数 0.1265 0.79 0.428 0.2169 1.37 0.169 0.1283 0.8 0.425
その他ダミー変数 0.4533 1.55 0.121 0.3747 1.29 0.197 0.2838 0.97 0.33
男性正社員平均年齢 －0.0155 －1.27 0.205 －0.0198 －1.65 0.1＊ －0.0026 －0.21 0.833
女性正社員の活躍のための施策スコア 0.0297 1.57 0.116 0.0384 2.04 0.041＊＊ 0.0330 1.74 0.082＊
ポジティブ・アクション実施のスコア 0.0270 0.93 0.353 0.0136 0.47 0.636 0.0047 0.16 0.871
常用労働者女性比率 0.0137 0.7 0.484 －0.0030 －0.15 0.88 0.0182 0.92 0.355
正社員女性比率 －0.3209 －0.72 0.47 －0.1304 －0.3 0.767 －0.2831 －0.64 0.525
大卒正社員女性比率 0.8453 1.92 0.055＊ 0.6236 1.43 0.152 0.5784 1.31 0.19
男女平均年齢差 －0.0107 －0.98 0.329 －0.0066 －0.62 0.538 0.0025 0.22 0.823
男女平均勤続差 0.0182 1.32 0.188 0.0199 1.45 0.146 0.0269 1.92 0.054＊
係長登用比 －0.0279 －0.08 0.938 0.0466 0.13 0.895 0.2829 0.79 0.432
課長登用比 －1.1478 －1.6 0.11 －1.6517 －2.33 0.02＊＊ －1.5200 －2.11 0.034＊＊
部長登用比 1.5624 1.31 0.191 1.0961 0.93 0.351 －0.4146 －0.35 0.728
役員登用比 1.2757 0.77 0.441 2.0498 1.25 0.21 0.5259 0.32 0.751
両立支援・WLB 方策スコア －0.0132 －1.32 0.186 －0.0127 －1.28 0.199 0.0013 0.13 0.894
育児休業制度有無スコア 0.0547 0.37 0.71 0.0310 0.21 0.831 0.1331 0.9 0.367
育児休業：子の上限年齢スコア －0.3096 －1.73 0.084＊ －0.2319 －1.3 0.192 －0.1615 －0.9 0.368
育児休業：対象者・利用者有無スコア －0.0367 －0.48 0.63 0.0220 0.29 0.77 0.0138 0.18 0.857
育児休業：男性対象者・利用者有無スコア －0.0272 －0.26 0.793 －0.0542 －0.53 0.596 0.0527 0.51 0.611
育児のための短時間勤務制度有無スコア 0.0050 0.06 0.953 0.0707 0.84 0.399 －0.0410 －0.48 0.632
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育児短時間勤務：子の上限年齢スコア －0.0001 0 1 －0.0044 －0.04 0.966 0.0011 0.01 0.991
育児短時間勤務：対象者・利用者有無スコア －0.0802 －0.96 0.339 －0.1634 －1.97 0.049＊＊ －0.1435 －1.69 0.09＊
育児短時間勤務：男性対象者・利用者スコア －0.1918 －1.18 0.237 －0.1317 －0.83 0.408 －0.1312 －0.81 0.417
両立支援制度の有無スコア －0.0338 －2.07 0.038＊＊ －0.0096 －0.6 0.55 －0.0073 －0.45 0.655
女性正社員の継続状況スコア 0.0792 1.75 0.08＊ 0.0829 1.85 0.064＊ 0.0586 1.29 0.196
両立支援制度の利用実績スコア 0.0206 1.05 0.292 0.0282 1.46 0.143 0.0232 1.18 0.239

/cut1 43.0484 30.6777 30.3687
/cut2 43.7837 31.4625 31.2917
/cut3 45.2740 32.7671 32.8010
/cut4 46.4000 33.7677 33.9567

Number of obs 526 526 523
LR chi2 80.55 67.02 60.32
Prob > chi2 0.0002 0.0063 0.0262
Pseudo R2 0.0588 0.0461 0.0458
＊＊＊…１％水準で有意，＊＊…５％水準で有意，＊…10％水準で有意。

　表２－２より，中小企業に限ると，常用労働者数対数とその２乗項がいずれの業績指標でも
有意となる。均等取り組みに関する指標では，女性正社員の活躍のための施策スコアが相対的
経常利益と相対的生産性に対して有意にプラス，大卒正社員女性比率が相対的売上高に対して
有意にプラス，課長登用比は相対的売上高，相対的生産性に対して有意にマイナスである。
WLB取り組みに関する指標では，育児休業や育児短時間勤務に関する一部の指標や，両立支
援制度の有無スコアが，業績指標によっては有意にマイナスとなる場合がある。女性正社員の
継続状況スコアは，相対的売上高と相対的経常利益に対して有意にプラスである。
　表２－３には，コース別雇用管理制度が無い企業に限った分析結果を示す。コース別雇用管
理制度が有る企業では，多くの女性正社員が一般職採用であるため，均等施策やWLB施策の
恩恵を受けるのは一部の女性に限られる可能性があるからである。

表２－３　分析結果：順序プロビット（コース別雇用管理制度無し企業）
相対的売上高 相対的経常利益 相対的生産性

説明変数 係数 z 値 P>|z| 係数 z 値 P>|z| 係数 z 値 P>|z|
常用労働者数対数 0.3591 0.83 0.405 －0.5165 －1.2 0.228 0.2568 0.57 0.568
常用労働者数対数２乗 －0.0280 －0.84 0.4 0.0401 1.22 0.224 －0.0264 －0.76 0.448
鉱業，採石業，砂利採取業ダミー変数 －1.6846 －2.02 0.044＊＊ －1.4864 －1.76 0.078＊ －1.6565 －1.98 0.048＊＊
建設業ダミー変数 0.2015 1.04 0.298 0.2400 1.25 0.211 0.1058 0.54 0.586
電気・ガス・熱供給・水道業ダミー変数 0.9661 2.13 0.033＊＊ 0.7988 1.8 0.073＊ 0.8741 1.94 0.052＊
情報通信業ダミー変数 0.1515 0.72 0.47 0.3134 1.52 0.129 0.1832 0.87 0.382
運輸業，郵便業ダミー変数 0.3247 1.77 0.077＊ 0.2848 1.57 0.117 0.2203 1.2 0.231
卸売業ダミー変数 0.6595 3.46 0.001＊＊＊ 0.5621 2.99 0.003＊＊＊ 0.3934 2.05 0.04＊＊
小売業ダミー変数 0.2275 1.47 0.141 0.2370 1.55 0.121 0.0634 0.41 0.683
金融業，保険業ダミー変数 －0.2671 －0.62 0.534 －0.1090 －0.29 0.774 －0.0926 －0.24 0.81
不動産業，物品賃貸業ダミー変数 0.2433 0.53 0.599 0.9393 1.88 0.06＊ 0.6420 1.39 0.164
宿泊業ダミー変数 －0.3015 －1.2 0.228 －0.2441 －0.98 0.326 －0.0911 －0.36 0.716
飲食サービス業ダミー変数 0.0352 0.1 0.924 0.2066 0.57 0.568 0.5855 1.59 0.112
教育，学習支援業ダミー変数 －0.0122 －0.03 0.978 －0.2542 －0.62 0.533 －0.3749 －0.73 0.467
医療，福祉ダミー変数 －0.2842 －0.86 0.393 0.0242 0.07 0.941 0.0210 0.06 0.95
その他サービス業ダミー変数 0.2508 1.94 0.053＊ 0.3112 2.43 0.015＊＊ 0.0948 0.73 0.466
その他ダミー変数 0.1869 0.74 0.458 0.2483 0.97 0.331 0.1427 0.57 0.571
男性正社員平均年齢 －0.0248 －2.39 0.017＊＊ －0.0255 －2.47 0.013＊＊ －0.0264 －2.54 0.011＊＊
女性正社員の活躍のための施策スコア 0.0227 1.51 0.132 0.0297 1.99 0.046＊＊ 0.0279 1.84 0.066＊
ポジティブ・アクション実施のスコア 0.0480 2.42 0.015＊＊ 0.0164 0.84 0.399 0.0019 0.09 0.926
常用労働者女性比率 0.0206 1.05 0.293 －0.0016 －0.08 0.936 0.0213 1.09 0.275
正社員女性比率 0.2612 0.67 0.504 0.2020 0.52 0.602 0.1304 0.33 0.739
大卒正社員女性比率 0.5010 1.39 0.166 0.2073 0.58 0.562 0.0205 0.06 0.955
男女平均年齢差 －0.0036 －0.32 0.75 －0.0025 －0.23 0.819 0.0070 0.63 0.53
男女平均勤続差 0.0142 1.07 0.283 0.0143 1.09 0.275 0.0100 0.75 0.452
係長登用比 0.1263 0.45 0.654 0.0749 0.27 0.785 0.1211 0.43 0.668
課長登用比 －1.8744 －3.06 0.002＊＊＊ －1.7529 －2.91 0.004＊＊＊ －1.1084 －1.81 0.071＊
部長登用比 1.3748 1.2 0.229 0.9198 0.82 0.414 0.9283 0.81 0.416
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役員登用比 2.2719 1.33 0.184 2.6837 1.59 0.112 1.0370 0.61 0.543
両立支援・WLB 方策スコア －0.0090 －0.95 0.34 －0.0157 －1.68 0.093＊ －0.0029 －0.31 0.757
育児休業制度有無スコア －0.0579 －0.37 0.713 0.0281 0.18 0.857 －0.0047 －0.03 0.976
育児休業：子の上限年齢スコア －0.1623 －1.33 0.183 －0.0857 －0.71 0.478 0.1034 0.84 0.399
育児休業：対象者・利用者有無スコア －0.0180 －0.24 0.807 0.0389 0.53 0.594 －0.0089 －0.12 0.904
育児休業：男性対象者・利用者有無スコア －0.0169 －0.24 0.81 －0.0325 －0.47 0.64 0.0576 0.81 0.418
育児のための短時間勤務制度有無スコア 0.0979 1.19 0.236 0.1299 1.58 0.114 0.0775 0.93 0.351
育児短時間勤務：子の上限年齢スコア 0.0036 0.05 0.961 －0.0299 －0.41 0.685 －0.0723 －0.96 0.338
育児短時間勤務：対象者・利用者有無スコア 0.0071 0.09 0.928 －0.0815 －1.05 0.293 －0.0722 －0.92 0.357
育児短時間勤務：男性対象者・利用者スコア －0.0182 －0.17 0.862 0.0155 0.15 0.88 0.0953 0.88 0.377
両立支援制度の有無スコア －0.0110 －0.75 0.456 －0.0059 －0.4 0.687 －0.0036 －0.24 0.811
女性正社員の継続状況スコア 0.0303 0.72 0.472 0.0758 1.81 0.071＊ 0.0545 1.29 0.196
両立支援制度の利用実績スコア －0.0085 －0.53 0.596 0.0109 0.68 0.493 0.0099 0.61 0.541

/cut1 －1.4247 －3.6441 －1.7854
/cut2 －0.5924 －2.7394 －0.6868
/cut3 0.8238 －1.5152 0.7131
/cut4 2.0308 －0.4451 1.8661

Number of obs 684 684 678
LR chi2 77.66 71.14 45.27
Prob > chi2 0.0005 0.0024 0.2983
Pseudo R2 0.0439 0.0377 0.0266
＊＊＊…１％水準で有意，＊＊…５％水準で有意，＊…10％水準で有意。

　表２－３より，コース別雇用管理制度無し企業に限ると，均等度に関する指標で，ポジティ
ブ・アクション実施スコアが相対的売上高に対してプラスとなるが，育児休業や育児による短
時間勤務制度に関する変数で有意なものは無くなった。コース別雇用管理制度が無い企業で
は，育児等で女性の労働時間が減っても，それによる生産性の減少をうまく補えているという
ことかもしれない。

６．どのような企業施策が企業全体の反応に影響しているか

　５節では，企業の個別の均等施策，WLB施策を説明変数として加えたが，これらの施策を
実施するだけでなく，実施した結果，企業内で良い反応が生まれてこそ，業績の向上につなが
ると予想される。
　そこで，女性正社員活躍のための施策や，ポジティブ・アクションの実施といった，「均等
を進める取り組みを行ったこと」により，あるいは，「両立支援策などの整備」により，企業
全体ではどのような反応があったか，という質問項目を利用して，次のような変数を作成した。
すなわち，これらの施策の結果，「雰囲気がよくなった」「職場が活性化した」「女性の勤続年
数が伸びた」「女性の役職者が増えた」「女性のモチベーションが上がった」「対象とならない
人から不満が出た」「利用していない人の仕事量が増えた」の７つの各項目について，「そう思
う」「ややそう思う」は３点，「どちらともいえない」は２点，「ややそう思わない」「そう思わ
ない」は１点とする変数を作成した。この変数を，各均等度指標やWLB度指標の代わりに，
説明変数に加えて分析を行った。結果を表３－１に示す。

表３－１　分析結果：順序プロビット（全体）
相対的売上高 相対的経常利益 相対的生産性

説明変数 係数 z 値 P>|z| 係数 z 値 P>|z| 係数 z 値 P>|z|
常用労働者数対数 0.0082 0.03 0.978 －0.5783 －1.93 0.054＊ －0.1229 －0.4 0.689
常用労働者数対数２乗 －0.0004 －0.02 0.987 0.0456 1.98 0.048＊＊ 0.0073 0.31 0.757
鉱業，採石業，砂利採取業ダミー変数 －0.7980 －1.45 0.148 －0.6049 －1.11 0.266 －1.0456 －1.91 0.057＊
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建設業ダミー変数 0.1906 1.31 0.191 0.2048 1.42 0.154 0.0950 0.65 0.513
電気・ガス・熱供給・水道業ダミー変数 0.6089 1.46 0.143 0.0590 0.14 0.885 0.1797 0.44 0.661
情報通信業ダミー変数 －0.0094 －0.05 0.958 0.0293 0.17 0.866 0.1371 0.78 0.437
運輸業，郵便業ダミー変数 0.1378 1.03 0.301 0.0662 0.5 0.614 －0.0634 －0.48 0.633
卸売業ダミー変数 0.4249 3.09 0.002＊＊＊ 0.3359 2.48 0.013＊＊ 0.2245 1.62 0.106
小売業ダミー変数 0.0282 0.24 0.813 －0.1083 －0.92 0.36 －0.2399 －2 0.046＊＊
金融業，保険業ダミー変数 －0.0744 －0.32 0.745 0.0253 0.12 0.906 －0.1082 －0.49 0.624
不動産業，物品賃貸業ダミー変数 0.2186 0.74 0.462 0.5430 1.79 0.074＊ 0.1086 0.37 0.713
宿泊業ダミー変数 －0.2028 －1 0.315 －0.3174 －1.58 0.113 －0.1103 －0.55 0.583
飲食サービス業ダミー変数 0.0289 0.13 0.894 －0.1509 －0.69 0.489 －0.0253 －0.11 0.909
教育，学習支援業ダミー変数 －0.0953 －0.32 0.747 －0.1175 －0.42 0.676 －0.2538 －0.8 0.422
医療，福祉ダミー変数 0.1954 0.86 0.39 0.1150 0.51 0.608 0.0580 0.26 0.799
その他サービス業ダミー変数 0.0807 0.82 0.41 0.0975 1.01 0.312 －0.0064 －0.07 0.948
その他ダミー変数 0.4259 2.35 0.019＊＊ 0.3137 1.73 0.083＊ 0.1529 0.84 0.401
男性正社員平均年齢 －0.0363 －5.14 0＊＊＊ －0.0363 －5.21 0＊＊＊ －0.0292 －4.16 0＊＊＊
均等施策実施の企業の反応（施策を行っていない企業は０）
雰囲気がよくなった －0.0970 －0.99 0.324 0.0072 0.07 0.941 －0.0748 －0.76 0.447
職場が活性化した 0.1098 1.09 0.276 0.0192 0.19 0.847 0.0921 0.91 0.362
女性の勤続年数が伸びた 0.0280 0.43 0.669 0.0745 1.15 0.25 0.0811 1.24 0.214
女性の役職者が増えた 0.1169 1.77 0.077＊ 0.0809 1.25 0.213 0.0802 1.22 0.221
女性のモチベーションが上がった －0.0001 0 0.999 －0.0270 －0.35 0.729 －0.0336 －0.43 0.67
対象とならない人から不満が出た －0.0490 －0.64 0.524 －0.1165 －1.55 0.122 －0.1064 －1.39 0.165
女性に対する偏見が強まった －0.1160 －1.36 0.174 －0.0661 －0.79 0.43 －0.0603 －0.71 0.478
両立支援策などの整備による企業の反応
雰囲気がよくなった －0.0613 －0.67 0.502 0.0007 0.01 0.994 0.0463 0.51 0.612
職場が活性化した －0.0290 －0.3 0.764 －0.0024 －0.02 0.98 －0.0518 －0.54 0.591
女性の勤続年数が伸びた －0.0488 －0.8 0.424 －0.1129 －1.87 0.061＊ －0.0759 －1.24 0.214
女性の役職者が増えた －0.0333 －0.51 0.608 0.0313 0.49 0.624 0.0661 1.02 0.307
女性のモチベーションが上がった 0.2174 3.08 0.002＊＊＊ 0.1826 2.62 0.009＊＊＊ 0.1760 2.5 0.012＊＊
対象とならない人から不満が出た 0.0576 0.88 0.381 0.0809 1.25 0.211 0.1017 1.55 0.121
女性に対する偏見が強まった －0.1303 －2.83 0.005＊＊＊ －0.0683 －1.51 0.131 －0.0997 －2.17 0.03＊＊

/cut1 －3.1869 －4.5255 －3.0121
/cut2 －2.2823 －3.6072 －2.0338
/cut3 －0.8373 －2.4371 －0.6466
/cut4 0.2044 －1.4786 0.3805

Number of obs 1115 1114 1105
LR chi2 80.03 78.64 67.13
Prob > chi2 0 0 0.0003
Pseudo R2 0.0281 0.0252 0.0235
＊＊＊…１％水準で有意，＊＊…５％水準で有意，＊…10％水準で有意。

　表３－１より，均等施策の導入による企業全体の反応については，有意なものがほとんどな
く，あっても有意水準が10%と低いが，WLB施策の導入で「女性のモチベーションが上がっ
た」企業では，有意に業績が向上していることが示された。一方で，「女性に対する偏見が強
まった」企業では相対的売上高や相対的生産性が落ちている。表２－１より，WLBの指標の
有意性は低かったことから，単にWLB施策を導入するだけでなく，その結果，女性のモチベー
ションが上がることが，企業業績の向上に必要だといえる。
　表３－２，表３－３には，同様の分析を，常用労働者数100人以上299人以下の企業，コース
別雇用管理制度無し企業のそれぞれについて行った結果を示す。

表３－２　分析結果：順序プロビット（常用労働者数100人以上299人以下）
相対的売上高 相対的経常利益 相対的生産性

説明変数 係数　　　z 値　　　P>|z| 係数　　　z 値　　　P>|z| 係数　　　z 値　　　P>|z|
常用労働者数対数 10.0601 1.68 0.092＊ 4.1808 0.72 0.474 8.1612 1.38 0.169
常用労働者数対数２乗 －0.9495 －1.64 0.102 －0.3868 －0.68 0.495 －0.7823 －1.36 0.174
鉱業，採石業，砂利採取業ダミー変数 －0.9611 －1.71 0.087＊ －0.7673 －1.39 0.164 －1.1655 －2.1 0.036＊＊
建設業ダミー変数 0.4303 2.04 0.041＊＊ 0.3343 1.62 0.105 0.1055 0.51 0.611
電気・ガス・熱供給・水道業ダミー変数 1.0660 1.63 0.103 0.7329 1.14 0.255 0.7403 1.17 0.241
情報通信業ダミー変数 －0.2842 －0.93 0.353 －0.2868 －0.96 0.335 0.0393 0.13 0.897
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運輸業，郵便業ダミー変数 0.1735 0.96 0.336 0.0738 0.42 0.675 －0.0311 －0.17 0.862
卸売業ダミー変数 0.3124 1.58 0.114 0.4018 2.08 0.038＊＊ 0.2297 1.16 0.244
小売業ダミー変数 0.1102 0.5 0.619 －0.1433 －0.65 0.515 －0.1218 －0.55 0.58
金融業，保険業ダミー変数 －0.1136 －0.26 0.792 0.2485 0.59 0.554 －0.0276 －0.06 0.948
不動産業，物品賃貸業ダミー変数 0.1971 0.52 0.602 0.5294 1.35 0.177 －0.1620 －0.44 0.662
宿泊業ダミー変数 －0.6720 －2.41 0.016＊＊ －0.7647 －2.76 0.006＊＊＊ －0.4884 －1.77 0.078＊
飲食サービス業ダミー変数 0.0587 0.15 0.882 0.1442 0.37 0.711 0.0974 0.25 0.804
教育，学習支援業ダミー変数 －1.2517 －2.38 0.017＊＊ －0.5284 －1.05 0.294 －1.4710 －2.5 0.012＊＊
医療，福祉ダミー変数 0.2268 0.69 0.49 0.0173 0.05 0.957 0.0624 0.19 0.848
その他サービス業ダミー変数 －0.0867 －0.57 0.566 －0.0796 －0.54 0.59 －0.1387 －0.92 0.358
その他ダミー変数 0.3849 1.54 0.125 0.1899 0.77 0.44 0.1019 0.41 0.682
男性正社員平均年齢 －0.0317 －3.27 0.001＊＊＊ －0.0310 －3.26 0.001＊＊＊ －0.0165 －1.73 0.084＊
均等施策実施の企業の反応（施策を行っていない企業は０）
雰囲気がよくなった －0.1992 －1.2 0.23 0.0295 0.18 0.857 －0.0813 －0.49 0.622
職場が活性化した 0.1834 1.07 0.286 －0.0719 －0.42 0.673 0.1045 0.61 0.54
女性の勤続年数が伸びた 0.1071 0.99 0.321 0.2654 2.48 0.013＊＊ 0.2208 2.06 0.04＊＊
女性の役職者が増えた 0.0524 0.49 0.628 0.0015 0.01 0.989 0.0184 0.17 0.864
女性のモチベーションが上がった 0.0280 0.22 0.829 －0.0300 －0.23 0.815 －0.1155 －0.9 0.369
対象とならない人から不満が出た －0.1899 －1.5 0.134 －0.2272 －1.82 0.069＊ －0.1724 －1.37 0.171
女性に対する偏見が強まった 0.0001 0 1 －0.0294 －0.22 0.829 －0.0095 －0.07 0.945
両立支援策などの整備による企業の反応
雰囲気がよくなった 0.1251 0.88 0.38 0.1195 0.85 0.395 0.2021 1.43 0.154
職場が活性化した －0.2456 －1.57 0.117 －0.0630 －0.41 0.683 －0.1449 －0.93 0.353
女性の勤続年数が伸びた －0.0672 －0.74 0.458 －0.0821 －0.92 0.355 －0.0012 －0.01 0.989
女性の役職者が増えた 0.0528 0.52 0.603 0.1610 1.62 0.106 0.1810 1.79 0.073＊
女性のモチベーションが上がった 0.2248 2.05 0.041＊＊ 0.0591 0.55 0.583 0.0802 0.74 0.46
対象とならない人から不満が出た －0.0042 －0.04 0.968 0.0668 0.66 0.51 0.1307 1.27 0.203
女性に対する偏見が強まった －0.0765 －1.05 0.296 －0.0448 －0.63 0.532 －0.0326 －0.45 0.653

/cut1 23.4717 8.7662 19.5609
/cut2 24.3211 9.6734 20.4985
/cut3 25.8659 10.8840 21.9112
/cut4 27.0209 11.8684 23.0867

Number of obs 506 505 503
LR chi2 64.44 55.67 48.76
Prob > chi2 0.0006 0.0059 0.0292
Pseudo R2 0.0509 0.0394 0.0378
＊＊＊…１％水準で有意，＊＊…５％水準で有意，＊…10％水準で有意。

表３－３　分析結果：順序プロビット（コース別雇用管理制度無し企業）
相対的売上高 相対的経常利益 相対的生産性

説明変数 係数 z 値 P>|z| 係数 z 値 P>|z| 係数 z 値 P>|z|
常用労働者数対数 0.2408 0.61 0.542 －0.4052 －1.03 0.303 0.3259 0.79 0.428
常用労働者数対数２乗 －0.0189 －0.62 0.537 0.0346 1.13 0.258 －0.0277 －0.86 0.388
鉱業，採石業，砂利採取業ダミー変数 －0.6269 －1.13 0.257 －0.5393 －0.98 0.325 －1.0054 －1.82 0.069＊
建設業ダミー変数 0.3535 1.84 0.066＊ 0.2021 1.07 0.287 0.0140 0.07 0.942
電気・ガス・熱供給・水道業ダミー変数 0.5995 1.08 0.28 －0.2500 －0.46 0.644 －0.0701 －0.13 0.899
情報通信業ダミー変数 0.1322 0.61 0.541 0.1549 0.73 0.467 0.1516 0.7 0.485
運輸業，郵便業ダミー変数 0.2877 1.68 0.092＊ 0.1399 0.83 0.407 －0.0130 －0.08 0.939
卸売業ダミー変数 0.4193 2.02 0.043＊＊ 0.2566 1.26 0.209 0.2130 1.01 0.31
小売業ダミー変数 0.1261 0.87 0.385 －0.0810 －0.56 0.574 －0.2700 －1.83 0.067＊
金融業，保険業ダミー変数 0.0103 0.02 0.985 －0.0888 －0.2 0.843 0.0965 0.19 0.848
不動産業，物品賃貸業ダミー変数 0.6073 1.44 0.149 1.1780 2.59 0.01＊＊＊ 0.3502 0.83 0.408
宿泊業ダミー変数 －0.2009 －0.85 0.397 －0.3851 －1.63 0.104 －0.2368 －0.99 0.32
飲食サービス業ダミー変数 －0.0356 －0.14 0.892 －0.2623 －1.02 0.309 －0.0318 －0.12 0.905
教育，学習支援業ダミー変数 0.1264 0.4 0.687 －0.0154 －0.05 0.959 －0.0848 －0.25 0.802
医療，福祉ダミー変数 0.0434 0.16 0.871 0.0844 0.32 0.749 －0.1307 －0.49 0.627
その他サービス業ダミー変数 0.1332 1.1 0.272 0.1114 0.93 0.353 －0.0479 －0.39 0.695
その他ダミー変数 0.5521 2.47 0.013＊＊ 0.4195 1.9 0.057＊ 0.2536 1.12 0.263
男性正社員平均年齢 －0.0377 －4.43 0＊＊＊ －0.0385 －4.58 0＊＊＊ －0.0306 －3.59 0＊＊＊
均等施策実施の企業の反応（施策を行っていない企業は０）
雰囲気がよくなった －0.1083 －0.83 0.407 －0.0538 －0.42 0.677 －0.0968 －0.73 0.465
職場が活性化した 0.1302 0.97 0.332 0.1493 1.13 0.258 0.1741 1.27 0.203
女性の勤続年数が伸びた 0.0488 0.55 0.58 0.0577 0.66 0.51 0.1138 1.28 0.202
女性の役職者が増えた 0.1024 1.18 0.239 0.0759 0.88 0.38 0.0370 0.42 0.672
女性のモチベーションが上がった 0.0417 0.4 0.689 0.0276 0.27 0.789 －0.0339 －0.32 0.747
対象とならない人から不満が出た －0.0361 －0.36 0.722 －0.2006 －2.02 0.044 －0.1647 －1.62 0.106
女性に対する偏見が強まった －0.2447 －2.19 0.029＊＊ －0.1410 －1.28 0.2 －0.0790 －0.71 0.48
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両立支援策などの整備による企業の反応
雰囲気がよくなった 0.0013 0.01 0.992 0.1221 1.01 0.31 0.0680 0.55 0.579
職場が活性化した －0.0346 －0.27 0.789 －0.1103 －0.86 0.389 －0.0545 －0.42 0.676
女性の勤続年数が伸びた －0.0616 －0.8 0.427 －0.1627 －2.12 0.034＊＊ －0.1528 －1.95 0.051＊
女性の役職者が増えた －0.0952 －1.13 0.257 －0.0129 －0.15 0.877 0.0166 0.2 0.845
女性のモチベーションが上がった 0.2703 3.03 0.002＊＊＊ 0.2034 2.31 0.021＊＊ 0.3036 3.37 0.001＊＊＊
対象とならない人から不満が出た 0.1166 1.36 0.175 0.1416 1.68 0.094＊ 0.1941 2.25 0.025＊＊
女性に対する偏見が強まった －0.0682 －1.15 0.25 0.0225 0.39 0.699 －0.0341 －0.58 0.564

/cut１ －2.1211 －3.8767 －1.4390
/cut２ －1.2480 －2.9170 －0.4366
/cut３ 0.1592 －1.7247 1.0117
/cut４ 1.2985 －0.7006 2.1514

Number of obs 705 706 696
LR chi2 64.24 70.84 62.46
Prob > chi2 0.0006 0.0001 0.001
Pseudo R2 0.0353 0.0361 0.0355
＊＊＊…１％水準で有意，＊＊…５％水準で有意，＊…10％水準で有意。

　表３－２より，常用労働者数100人以上299人以下の企業では，均等施策の導入により，「女
性の勤続年数が伸びた」が，相対的経常利益と生産性にプラスに有意であり，中小企業では女
性正社員の定着が企業業績の伸びにつながるといえる。WLB施策により女性のモチベーショ
ンが上がったことは，相対的売上高に対してのみ有意にプラスである。
　表３－３より，コース別雇用管理制度無し企業では，均等施策より，WLB施策の導入によ
る企業全体の反応で有意なものが多い。均等施策に関しては，導入の結果「対象とならない人
から不満が出た」「女性に対する偏見が強まった」が業績指標によってはマイナスに有意であ
り，せっかく均等施策を導入しても，企業内の受け止め方によっては業績に逆効果になってい
ることがわかる。WLB施策に関しては，「女性のモチベーションが上がった」が業績に対して
プラスに有意である反面，「女性の勤続年数が伸びた」は相対的経常利益や生産性にマイナス
に有意，「対象とならない人から不満が出た」がプラスに有意になるという結果も得られてい
る。確かに，これまで出産等で仕事を辞めていた女性がWLB施策を利用して勤続年数を伸ば
せば，WLB施策利用中はどうしても生産性が落ちるので，業績にマイナスになるのは肯ける。
一方，「対象とならない人から不満が出た」企業で業績が良いというのは，WLB施策を利用し
ている人がいても，業績を落とさないためには対象外の労働者への負担が大きくならざるを得
ず，それが不満となっているという逆の因果関係が働いているかもしれない。

７．企業全体の反応に影響を与える要因

　前節では，単に施策を導入して反応がよくなることが，業績の向上に影響していることが示
された。ところで，企業全体の反応をよくするのに特に効果のある施策というのはあるのだろ
うか。そこで，本節では，均等施策やWLB施策の導入による企業全体の反応を被説明変数と
し，どのような施策が企業全体の反応に影響を与えうるのかを分析する。
　被説明変数には，均等施策，WLB施策のそれぞれについて，施策導入による企業全体の反
応変数をとる。この変数は６節で示したように３段階の数値を取るため，順序プロビットで分
析した。説明変数には，企業の属性と，それぞれ均等施策やWLB施策に関する指標を加えた。
　分析結果を表４－１，表４－２に示す。表４－１は，均等施策の指標が７つの企業全体の反
応に与える影響である。表４－２は，WLB施策の指標が７つの企業全体の反応に与える影響
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である。
　表４－１より，女性正社員活躍のための施策スコア，ポジティブ・アクション実施のスコア
は「女性の勤続年数が伸びた」を除けば，各企業全体の反応に有意にプラスであり，これらの
施策導入が企業に大きな反響を与えているといえる。女性正社員比率も有意にプラスのものが
多い。
　表４－２より，WLB度スコアは「対象とならない人から不満が出た」「女性に対する偏見が
強まった」以外の企業全体の反応については，すべて有意にプラスとなった。両立支援制度の
利用実績スコアも企業全体の反応の多くで有意にプラスである。「女性の勤続年数が伸びた」
に対しては，育児休業や育児短時間勤務に関する多くの変数で有意であるが，育児休業と育児
短時間勤務の制度の有無スコアはマイナスに有意となっており，これらの制度の存在が，勤続
年数を下げている。この結果の解釈は難しく，様々な要因が絡んでいると思われる。
　また，「女性のモチベーションが上がった」に対しては，育児短時間勤務制度有無のスコア
はマイナスであるが，育児短時間勤務の子の上限年齢スコアや対象者・利用者有無スコア，男
性対象者・利用者スコアが有意にプラスであり，子どもの上限年齢の引き上げや利用者がいる
ことが女性のモチベーションを上げる効果があったといえる。表３－１より，女性のモチベー
ションを上げることは相対的業績に対して有意にプラスであることから，子育て支援制度の充
実が企業の業績にもつながることが予想される。

表４－１　分析結果：順序プロビット（均等度）
雰囲気がよくなった 職場が活性化した 女性の勤続年数が伸びた 女性の役職者が増えた

説明変数 係数 z 値 P>|z| 係数 z 値 P>|z| 係数 z 値 P>|z| 係数 z 値 P>|z|
常用労働者数対数 0.3485 1 0.317 0.0588 0.16 0.871 0.7378 2.11 0.035 ＊＊ 0.2075 0.6 0.55
常用労働者数対数２乗 －0.0242 －0.92 0.356 0.0025 0.09 0.928 －0.0513 －1.94 0.053 －0.0038 －0.14 0.885
鉱業，採石業，砂利採取業ダミー変数 －4.5958 －0.03 0.976 －4.4711 －0.03 0.976 －4.6507 －0.03 0.975 －4.3708 －0.03 0.976
建設業ダミー変数 －0.3546 －2.11 0.035＊＊ －0.4100 －2.43 0.015＊＊ －0.2216 －1.32 0.186 －0.3602 －2.18 0.029＊＊
電気・ガス・熱供給・水道業ダミー変数 0.0563 0.14 0.89 0.0494 0.12 0.904 －0.2286 －0.57 0.565 0.4874 1.22 0.223
情報通信業ダミー変数 0.0256 0.13 0.9 －0.2031 －1 0.316 －0.0772 －0.38 0.702 －0.1099 －0.57 0.571
運輸業，郵便業ダミー変数 －0.1127 －0.68 0.496 －0.0774 －0.47 0.641 －0.2201 －1.35 0.178 －0.0482 －0.3 0.765
卸売業ダミー変数 －0.2203 －1.39 0.163 －0.1496 －0.94 0.348 －0.3264 －2.08 0.037 －0.0976 －0.64 0.523
小売業ダミー変数 －0.0312 －0.22 0.825 －0.0107 －0.08 0.94 －0.0640 －0.46 0.647 0.0268 0.2 0.845
金融業，保険業ダミー変数 0.6545 2.15 0.031＊＊ 0.5299 1.77 0.077＊ －0.1301 －0.49 0.626 0.9041 3.06 0.002＊＊＊
不動産業，物品賃貸業ダミー変数 0.4695 1.3 0.194 0.5764 1.57 0.118 0.1598 0.45 0.652 0.5300 1.51 0.132
宿泊業ダミー変数 －0.1849 －0.73 0.464 －0.1041 －0.4 0.687 －0.0666 －0.27 0.788 0.0031 0.01 0.99
飲食サービス業ダミー変数 －0.3771 －1.16 0.244 －0.4159 －1.26 0.207 －0.7518 －2.39 0.017 －0.5585 －1.77 0.077＊
教育，学習支援業ダミー変数 0.5115 2.02 0.043＊＊ 0.4441 1.75 0.08＊ 0.0172 0.07 0.943 0.1171 0.49 0.621
医療，福祉ダミー変数 0.1342 0.51 0.608 －0.0077 －0.03 0.977 0.0461 0.18 0.859 0.0292 0.11 0.909
その他サービス業ダミー変数 －0.0017 －0.01 0.988 －0.0660 －0.57 0.568 －0.1483 －1.29 0.197 －0.0016 －0.01 0.989
その他ダミー変数 －0.3552 －1.82 0.069＊ －0.1837 －0.92 0.356 －0.5105 －2.64 0.008 －0.3554 －1.87 0.062＊
男性正社員平均年齢 －0.0072 －0.74 0.457 －0.0127 －1.31 0.19 －0.0102 －1.08 0.281 －0.0072 －0.77 0.443
女性正社員の活躍のための施策スコア 0.2246 16.49 0＊＊＊ 0.2276 16.54 0＊＊＊ 0.1929 14.75 0 0.2114 16.57 0＊＊＊
ポジティブ・アクション実施のスコア 0.0657 4.16 0＊＊＊ 0.0635 3.99 0＊＊＊ 0.0735 4.77 0 0.0557 3.74 0＊＊＊
常用労働者女性比率 －0.0165 －0.83 0.405 －0.0159 －0.81 0.417 0.0221 0.6 0.55 0.0371 0.9 0.369
正社員女性比率 0.6662 2.02 0.044＊＊ 0.9107 2.74 0.006＊＊＊ 0.7427 2.26 0.024 1.1735 3.58 0＊＊＊
大卒正社員女性比率 －0.3243 －1.01 0.313 －0.3736 －1.16 0.246 －0.6698 －2.12 0.034 －0.1916 －0.61 0.539
男女平均年齢差 0.0071 0.71 0.479 0.0081 0.8 0.426 0.0075 0.75 0.452 0.0037 0.37 0.709
男女平均勤続差 0.0004 0.03 0.975 －0.0012 －0.11 0.913 0.0038 0.34 0.733 －0.0053 －0.49 0.625
係長登用比 －0.0893 －0.37 0.715 0.0739 0.3 0.764 －0.1011 －0.42 0.675 0.1990 0.84 0.4
課長登用比 0.4285 0.78 0.432 0.7326 1.34 0.181 1.3634 2.53 0.011 1.2108 2.28 0.023＊＊
部長登用比 0.0255 0.03 0.978 0.3545 0.37 0.708 1.0663 1.14 0.253 1.4869 1.61 0.107
役員登用比 －0.9436 －0.58 0.562 －2.2258 －1.41 0.16 －2.4270 －1.54 0.123 －0.9130 －0.58 0.564

/cut1 1.154267 0.2602 2.3215 1.3451
/cut2 1.433442 0.5670 2.6936 2.2389
/cut3 2.82879 1.8868 3.7805 3.3687

Number of obs 1038 1038 1038 1037
LR chi2 623.75 650.06 557.25 666.66
Prob > chi2 0 0 0 0
Pseudo R2 0.2396 0.2471 0.2072 0.2344



60

女性のモチベーションが上がった 対象とならない人から不満が出た 女性に対する偏見が強まった
説明変数 係数 z 値 P>|z| 係数 z 値 P>|z| 係数 z 値 P>|z|
常用労働者数対数 0.5896 1.71 0.088＊ 0.7117 2.15 0.031＊＊ 0.8180 2.41 0.016＊＊
常用労働者数対数２乗 －0.0378 －1.45 0.147 －0.0506 －2.04 0.041＊＊ －0.0595 －2.33 0.02＊＊
鉱業，採石業，砂利採取業ダミー変数 －4.6286 －0.03 0.976 －4.7889 －0.03 0.977 －4.7855 －0.03 0.974
建設業ダミー変数 －0.4955 －2.97 0.003＊＊＊ －0.3476 －2.16 0.031＊＊ －0.2778 －1.7 0.089＊
電気・ガス・熱供給・水道業ダミー変数 －0.0406 －0.1 0.92 0.1175 0.31 0.758 0.1190 0.31 0.76
情報通信業ダミー変数 －0.1180 －0.58 0.561 －0.0690 －0.36 0.72 －0.1063 －0.54 0.592
運輸業，郵便業ダミー変数 －0.1830 －1.11 0.268 －0.2916 －1.82 0.069＊ －0.3036 －1.86 0.063＊
卸売業ダミー変数 0.0412 0.26 0.798 －0.1183 －0.79 0.429 －0.2052 －1.33 0.182
小売業ダミー変数 －0.0935 －0.66 0.508 －0.1299 －0.98 0.329 0.0681 0.5 0.617
金融業，保険業ダミー変数 0.8168 2.44 0.015＊＊ －0.1646 －0.67 0.501 －0.1902 －0.76 0.449
不動産業，物品賃貸業ダミー変数 －0.0777 －0.23 0.82 －0.0273 －0.08 0.935 0.0881 0.25 0.799
宿泊業ダミー変数 －0.0856 －0.34 0.734 －0.2786 －1.17 0.243 －0.1918 －0.79 0.43
飲食サービス業ダミー変数 －0.4593 －1.42 0.157 －0.1729 －0.58 0.562 －0.1415 －0.47 0.639
教育，学習支援業ダミー変数 0.0621 0.25 0.799 －0.1367 －0.59 0.556 －0.3385 －1.41 0.159
医療，福祉ダミー変数 －0.0287 －0.11 0.912 －0.2699 －1.08 0.282 －0.0151 －0.06 0.953
その他サービス業ダミー変数 －0.0234 －0.2 0.841 －0.0032 －0.03 0.977 －0.0370 －0.33 0.743
その他ダミー変数 －0.4336 －2.22 0.027＊＊ －0.1615 －0.87 0.386 －0.0781 －0.41 0.678
男性正社員平均年齢 －0.0022 －0.23 0.817 －0.0111 －1.22 0.223 －0.0124 －1.33 0.184
女性正社員の活躍のための施策スコア 0.2140 15.84 0＊＊＊ 0.1419 11.85 0＊＊＊ 0.1410 11.42 0＊＊＊
ポジティブ・アクション実施のスコア 0.0673 4.24 0＊＊＊ 0.0598 4.15 0＊＊＊ 0.0468 3.16 0.002＊＊＊
常用労働者女性比率 －0.0300 －1.63 0.102 －0.0107 －0.54 0.59 －0.0083 －0.41 0.685
正社員女性比率 0.4430 1.35 0.177 0.8093 2.56 0.01＊＊＊ 0.4077 1.26 0.208
大卒正社員女性比率 －0.0932 －0.29 0.771 －0.5176 －1.67 0.094＊ －0.4573 －1.44 0.149
男女平均年齢差 0.0061 0.6 0.546 0.0073 0.75 0.451 0.0064 0.65 0.516
男女平均勤続差 －0.0003 －0.03 0.979 －0.0141 －1.32 0.188 －0.0152 －1.39 0.166
係長登用比 0.0988 0.4 0.686 －0.0762 －0.33 0.743 －0.2561 －1.08 0.282
課長登用比 0.8649 1.57 0.116 1.0181 1.98 0.048＊＊ 1.2348 2.34 0.019＊＊
部長登用比 0.3600 0.38 0.703 0.0817 0.09 0.928 －0.3898 －0.42 0.673
役員登用比 －1.4349 －0.89 0.373 －2.1454 －1.35 0.176 －1.9453 －1.2 0.231

/cut1 2.3129 1.9615 2.0986
/cut2 2.6119 3.3535 3.7784
/cut3 3.8197 4.5438 5.2627

Number of obs 1040 1039 1039
LR chi2 611.79 384.18 339.13
Prob > chi2 0 0 0
Pseudo R2 0.232 0.1519 0.1514
＊＊＊…１％水準で有意，＊＊…５％水準で有意，＊…10％水準で有意。

表４－２　分析結果：順序プロビット（WLB 度）
雰囲気がよくなった 職場が活性化した 女性の勤続年数が伸びた 女性の役職者が増えた

説明変数 係数 z 値 P>|z| 係数 z 値 P>|z| 係数 z 値 P>|z| 係数 z 値 P>|z|
常用労働者数対数 0.1783 0.58 0.564 0.0112 0.04 0.971 0.6358 2.03 0.043＊＊ －0.6292 －2.08 0.037＊＊
常用労働者数対数２乗 －0.0146 －0.61 0.543 0.0008 0.03 0.975 －0.0496 －2.04 0.041＊＊ 0.0533 2.28 0.022＊＊
鉱業，採石業，砂利採取業ダミー変数 －0.1590 －0.23 0.819 －0.0740 －0.11 0.916 －0.7096 －1.06 0.289 0.3537 0.53 0.598
建設業ダミー変数 －0.2432 －1.74 0.082＊ －0.1768 －1.26 0.209 －0.0355 －0.24 0.809 －0.0810 －0.59 0.557
電気・ガス・熱供給・水道業ダミー変数 0.0301 0.1 0.92 －0.3797 －1.26 0.208 －0.4897 －1.65 0.1＊ －0.5320 －1.68 0.092＊
情報通信業ダミー変数 0.0681 0.4 0.686 －0.0064 －0.04 0.969 －0.2712 －1.57 0.117 0.1759 1.09 0.278
運輸業，郵便業ダミー変数 －0.0320 －0.26 0.794 －0.0197 －0.16 0.873 －0.0893 －0.72 0.473 －0.2886 －2.31 0.021＊＊
卸売業ダミー変数 －0.1436 －1.19 0.234 －0.0637 －0.53 0.599 －0.2713 －2.2 0.028＊＊ 0.1341 1.13 0.259
小売業ダミー変数 0.2885 2.51 0.012＊＊ 0.3098 2.69 0.007＊＊＊ －0.0269 －0.23 0.821 0.4173 3.76 0＊＊＊
金融業，保険業ダミー変数 0.3556 1.73 0.084＊ 0.4190 2.01 0.045＊＊ 0.1949 0.86 0.392 0.9281 4.65 0＊＊＊
不動産業，物品賃貸業ダミー変数 －0.3071 －1.09 0.275 －0.1777 －0.63 0.531 －0.0559 －0.19 0.848 0.5414 2.01 0.045＊＊
宿泊業ダミー変数 0.1344 0.66 0.507 －0.1120 －0.55 0.581 －0.1466 －0.71 0.476 0.4729 2.4 0.016＊＊
飲食サービス業ダミー変数 0.4700 2.02 0.043＊＊ 0.4903 2.09 0.036＊＊ 0.1086 0.46 0.644 0.6631 2.96 0.003＊＊＊
教育，学習支援業ダミー変数 0.2773 1.24 0.214 0.1152 0.52 0.602 －0.1665 －0.72 0.474 0.4490 2.08 0.038＊＊
医療，福祉ダミー変数 0.2587 1.23 0.22 0.6140 2.87 0.004＊＊＊ －0.1289 －0.59 0.556 0.7396 3.64 0＊＊＊
その他サービス業ダミー変数 －0.0073 －0.08 0.938 －0.0465 －0.49 0.623 －0.1579 －1.62 0.106 0.2075 2.26 0.024＊＊
その他ダミー変数 0.2553 1.65 0.099＊ 0.2138 1.38 0.167 －0.0710 －0.45 0.652 0.2545 1.68 0.094＊
男性正社員平均年齢 0.0041 0.63 0.526 0.0020 0.3 0.762 0.0001 0.01 0.994 0.0102 1.58 0.114
両立支援・WLB 方策スコア 0.0540 8.23 0＊＊＊ 0.0546 8.26 0＊＊＊ 0.0301 4.61 0＊＊＊ 0.0347 5.39 0＊＊＊
育児休業制度有無スコア －0.1957 －1.8 0.072＊ －0.0261 －0.24 0.809 －0.2118 －1.95 0.052＊ －0.0738 －0.71 0.477
育児休業：子の上限年齢スコア 0.0963 1.12 0.262 0.0946 1.1 0.271 －0.0912 －0.99 0.323 －0.0072 －0.09 0.931
育児休業：対象者・利用者有無スコア 0.0282 0.52 0.602 0.0061 0.11 0.911 0.1891 3.55 0＊＊＊ －0.0111 －0.21 0.836
育児休業：男性対象者・利用者有無スコア －0.0469 －0.97 0.334 －0.0629 －1.29 0.195 －0.0555 －1.09 0.278 －0.0660 －1.4 0.161
育児のための短時間勤務制度有無スコア －0.0270 －0.44 0.659 －0.0961 －1.56 0.118 －0.1823 －3.03 0.002＊＊＊ －0.1282 －2.14 0.033＊＊
育児短時間勤務：子の上限年齢スコア 0.0372 0.71 0.48 0.0440 0.83 0.404 0.1873 3.29 0.001＊＊＊ 0.0703 1.37 0.171
育児短時間勤務：対象者・利用者有無スコア 0.0713 1.29 0.198 0.0788 1.42 0.157 0.2312 4.13 0＊＊＊ 0.0196 0.36 0.719
育児短時間勤務：男性対象者・利用者スコア 0.0841 1.2 0.232 0.1384 1.96 0.049＊＊ －0.0624 －0.84 0.4 0.0561 0.84 0.402
両立支援制度の有無スコア －0.0074 －0.69 0.493 －0.0003 －0.03 0.98 0.0004 0.03 0.974 0.0101 0.95 0.34
女性正社員の継続状況スコア 0.0536 1.8 0.071＊ 0.0136 0.46 0.648 0.0977 3.3 0.001＊＊＊ 0.0301 1.02 0.306
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両立支援制度の利用実績スコア 0.0375 3.29 0.001＊＊＊ 0.0416 3.64 0＊＊＊ 0.0351 2.96 0.003＊＊＊ 0.0216 1.94 0.052＊

/cut1 0.5216 0.2516 1.4572 －0.9649
/cut2 2.4702 2.2627 2.8503 0.5528

Number of obs 1519 1518 1518 1511
LR chi2 239.19 253.28 335.77 194.63
Prob > chi2 0 0 0 0
Pseudo R2 0.0858 0.0916 0.1176 0.0644

女性のモチベーションが上がった 対象とならない人から不満が出た 女性に対する偏見が強まった
説明変数 係数 z 値 P>|z| 係数 z 値 P>|z| 係数 z 値 P>|z|
常用労働者数対数 0.2013 0.66 0.51 －0.1919 －0.62 0.536 0.1226 0.42 0.678
常用労働者数対数２乗 －0.0133 －0.56 0.575 0.0141 0.59 0.555 －0.0104 －0.46 0.648
鉱業，採石業，砂利採取業ダミー変数 －0.1773 －0.26 0.792 0.3965 0.6 0.547 0.0153 0.02 0.981
建設業ダミー変数 －0.1263 －0.92 0.357 0.0002 0 0.999 0.0573 0.43 0.668
電気・ガス・熱供給・水道業ダミー変数 －0.2453 －0.83 0.404 －0.3161 －0.96 0.335 0.4025 1.33 0.183
情報通信業ダミー変数 0.1224 0.73 0.463 －0.2287 －1.28 0.201 －0.1582 －0.98 0.328
運輸業，郵便業ダミー変数 －0.0799 －0.67 0.505 －0.0367 －0.29 0.774 －0.1184 －0.99 0.324
卸売業ダミー変数 0.1538 1.29 0.197 0.2030 1.66 0.096＊ 0.3432 2.93 0.003＊＊＊
小売業ダミー変数 0.3215 2.82 0.005＊＊＊ 0.0082 0.07 0.944 0.0174 0.16 0.873
金融業，保険業ダミー変数 0.9908 4.18 0＊＊＊ 0.1138 0.55 0.584 －0.0528 －0.27 0.789
不動産業，物品賃貸業ダミー変数 －0.1989 －0.73 0.464 0.5165 1.87 0.062＊ －0.1156 －0.42 0.672
宿泊業ダミー変数 －0.0552 －0.28 0.781 0.2798 1.4 0.163 －0.1194 －0.61 0.543
飲食サービス業ダミー変数 0.3987 1.74 0.082＊ 0.3068 1.35 0.175 0.2212 1 0.317
教育，学習支援業ダミー変数 0.4047 1.77 0.076＊ －0.2090 －0.86 0.39 0.0397 0.18 0.854
医療，福祉ダミー変数 0.4006 1.9 0.057＊ 0.2037 0.97 0.332 －0.0327 －0.16 0.872
その他サービス業ダミー変数 0.0903 0.97 0.331 0.1229 1.29 0.199 －0.1095 －1.2 0.229
その他ダミー変数 0.2379 1.56 0.119 0.3421 2.24 0.025＊＊ 0.1557 1.06 0.29
男性正社員平均年齢 0.0051 0.79 0.429 －0.0065 －0.96 0.335 0.0080 1.27 0.206
両立支援・WLB 方策スコア 0.0431 6.75 0＊＊＊ －0.0002 －0.04 0.97 0.0066 1.06 0.29
育児休業制度有無スコア －0.0590 －0.56 0.575 －0.0518 －0.48 0.63 －0.2104 －2.05 0.04＊＊
育児休業：子の上限年齢スコア －0.0853 －0.99 0.321 －0.1028 －1.17 0.241 －0.1214 －1.49 0.137
育児休業：対象者・利用者有無スコア 0.0261 0.49 0.621 －0.0506 －0.92 0.359 0.0809 1.55 0.122
育児休業：男性対象者・利用者有無スコア －0.0480 －0.99 0.323 0.0278 0.56 0.572 0.0702 1.51 0.132
育児のための短時間勤務制度有無スコア －0.1290 －2.17 0.03＊＊ 0.0216 0.35 0.727 0.0309 0.52 0.602
育児短時間勤務：子の上限年齢スコア 0.1925 3.63 0＊＊＊ 0.0105 0.2 0.844 0.0077 0.15 0.879
育児短時間勤務：対象者・利用者有無スコア 0.1829 3.36 0.001＊＊＊ 0.0138 0.24 0.808 0.1661 3.09 0.002＊＊＊
育児短時間勤務：男性対象者・利用者スコア 0.1346 1.85 0.065＊ 0.0227 0.32 0.747 －0.0387 －0.58 0.562
両立支援制度の有無スコア 0.0070 0.66 0.506 －0.0186 －1.71 0.087＊ －0.0005 －0.04 0.965
女性正社員の継続状況スコア 0.0427 1.47 0.141 0.0098 0.32 0.747 0.0561 1.96 0.05＊＊
両立支援制度の利用実績スコア 0.0179 1.58 0.114 0.0203 1.74 0.082＊ 0.0177 1.61 0.106

/cut1 0.9634 －0.8267 0.6451
/cut2 2.5466 0.5000 1.7089

Number of obs 1517 1514 1516
LR chi2 279.53 29.83 122.2
Prob > chi2 0 0.4743 0
Pseudo R2 0.0927 0.0114 0.037
＊＊＊…１％水準で有意，＊＊…５％水準で有意，＊…10％水準で有意。

　ここで，企業全体の反応同士の相関を，表５－１，表５－２に示す。表５－１は，均等施策
に対する企業全体の反応，表５－２は，WLBに対する企業全体の反応についての変数間の相
関である。

表５－１　企業全体の反応　相関係数（均等度）
変数 雰囲気 職場が活性化 勤続年数の伸び 役職者増加 モチベーション 不満 偏見
雰囲気が良くなった 1
職場が活性化した 0.9586＊ 1
女性の勤続年数が伸びた 0.8657＊ 0.8662＊ 1
女性の役職者が増えた 0.8095＊ 0.822＊ 0.8056＊ 1
女性のモチベーションが上がった 0.9058＊ 0.913＊ 0.8789＊ 0.832＊ 1
対象とならない人から不満が出た 0.7036＊ 0.7041＊ 0.7119＊ 0.6845＊ 0.7193＊ 1
女性に対する偏見が強まった 0.7133＊ 0.709＊ 0.7269＊ 0.6947＊ 0.7133＊ 0.8388＊ 1
＊…５％水準で有意
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表５－２　企業全体の反応　相関係数（WLB 度）
変数 雰囲気 職場が活性化 勤続年数の伸び 役職者増加 モチベーション 不満 偏見
雰囲気が良くなった 1
職場が活性化した 0.7986＊ 1
女性の勤続年数が伸びた 0.4015＊ 0.4317＊ 1
女性の役職者が増えた 0.3014＊ 0.3822＊ 0.289＊ 1
女性のモチベーションが上がった 0.5684＊ 0.5754＊ 0.4915＊ 0.4045＊ 1
対象とならない人から不満が出た －0.1006＊ －0.0904＊ 0.0388 0.1444＊ －0.0134 1
女性に対する偏見が強まった －0.0084 －0.0131 0.1705＊ 0.0871＊ 0.1086＊ 0.3989＊ 1
＊…５％水準で有意

　表５－１より，均等施策に関しては，変数同士が強いプラスの相関を持っていることがわか
る。「対象とならない人から不満が出た」「女性に対する偏見が強まった」というネガティブな
反応もポジティブな反応と正の相関を持つことから，企業では均等施策の導入によりポジティ
ブな反応が起きている企業では併せてネガティブな反応も起きている可能性が高い。一方で，
表５－２より，WLB施策に関しては，ポジティブな反応とポジティブな反応との相関は低い。
WLB施策導入によりポジティブな反応が起きている企業では，ネガティブな反応はそれほど
起きていないといえる。このことから，WLB施策の導入よりも，均等施策の導入の際，起こ
りうるネガティブな反応について企業は神経を使う必要があるといえる。

８．均等度スコア，WLB 度スコアが相対的企業業績に与える影響

　最後に，均等施策やWLB施策に関する指標のスコアを全て足し合わせた，均等度スコア，
WLB度スコアを説明変数として，企業業績に与える影響を分析した結果を，表６－１から表
６－３に示す。表６－１は全体，表６－２は常用従業員数100人以上299人以下の企業，表６－
３はコース別雇用管理制度無し企業での分析結果である。
　均等だけ，WLBだけの単独の施策導入よりも，両方を導入した方が，より企業業績に効果
があるのではないかと考え，今回は，均等度スコアとWLB度スコアの交差項も加えた。分析
は順序プロビットで行った。

表６－１　分析結果：順序プロビット（全体）
相対的売上高 相対的経常利益 相対的生産性

説明変数 係数 z 値 P>|z| 係数 z 値 P>|z| 係数 z 値 P>|z|
常用労働者数対数 0.0941 0.29 0.769 －0.7850 －2.46 0.014＊＊ －0.3026 －0.92 0.356
常用労働者数対数２乗 －0.0088 －0.36 0.722 0.0585 2.36 0.018＊＊ 0.0184 0.72 0.469
鉱業，採石業，砂利採取業ダミー変数 －1.7667 －2.16 0.031＊＊ －1.4431 －1.75 0.08＊ －1.6607 －2.01 0.044＊＊
建設業ダミー変数 0.1323 0.92 0.356 0.1650 1.16 0.244 0.1555 1.09 0.277
電気・ガス・熱供給・水道業ダミー変数 0.8152 2.24 0.025＊＊ 0.6104 1.7 0.088＊ 0.6835 1.91 0.056＊
情報通信業ダミー変数 0.0280 0.17 0.866 0.0482 0.29 0.769 0.1663 １ 0.319
運輸業，郵便業ダミー変数 0.2093 1.62 0.106 0.2213 1.73 0.084＊ 0.1116 0.86 0.391
卸売業ダミー変数 0.5097 4.09 ０＊＊＊ 0.4683 3.81 ０＊＊＊ 0.3283 2.6 0.009＊＊＊
小売業ダミー変数 0.2305 1.98 0.048＊＊ 0.2144 1.86 0.063＊ 0.1018 0.87 0.384
金融業，保険業ダミー変数 －0.1256 －0.56 0.577 0.0872 0.41 0.685 0.0356 0.16 0.87
不動産業，物品賃貸業ダミー変数 0.1081 0.35 0.724 0.4749 1.51 0.13 0.4579 1.49 0.135
宿泊業ダミー変数 －0.1937 －0.94 0.349 －0.2340 －1.14 0.255 0.0191 0.09 0.926
飲食サービス業ダミー変数 0.2111 0.81 0.419 0.3025 1.15 0.251 0.3260 1.25 0.212
教育，学習支援業ダミー変数 －0.0517 －0.14 0.889 －0.2259 －0.65 0.514 －0.4599 －1.09 0.274
医療，福祉ダミー変数 0.2362 1.05 0.295 0.3534 1.59 0.113 0.3826 1.69 0.091＊
その他サービス業ダミー変数 0.1718 1.74 0.081＊ 0.2190 2.25 0.025＊＊ 0.1418 1.43 0.152
その他ダミー変数 0.2753 1.42 0.157 0.2744 1.4 0.16 0.1263 0.65 0.515
男性正社員平均年齢 －0.0315 －4.31 ０＊＊＊ －0.0301 －4.16 ０＊＊＊ －0.0242 －3.33 0.001＊＊＊
均等度スコア 0.0036 0.21 0.832 0.0074 0.44 0.662 －0.0092 －0.54 0.591
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WLB 度スコア －0.0125 －1.38 0.168 －0.0028 －0.31 0.757 －0.0048 －0.52 0.602
均等度スコア× WLB 度スコア 0.0002 0.74 0.46 0.0001 0.21 0.831 0.0002 0.79 0.43

/cut１ －2.7931 －4.9079 －3.7756
/cut２ －1.9854 －4.0917 －2.8142
/cut３ －0.5859 －2.9091 －1.4387
/cut４ 0.4764 －1.9340 －0.3948

Number of obs 1134 1132 1123
LR chi２ 65.12 62.29 37.86
Prob > chi２ ０ ０ 0.0134
Pseudo R２ 0.0221 0.0196 0.0131
＊＊＊…１％水準で有意，＊＊…５％水準で有意，＊…10％水準で有意。

表６－２　分析結果：順序プロビット（常用労働者数100人以上299人以下）
相対的売上高 相対的経常利益 相対的生産性

説明変数 係数 z 値 P>|z| 係数 z 値 P>|z| 係数 z 値 P>|z|
常用労働者数対数 17.0564 2.92 0.004＊＊＊ 12.4345 2.16 0.031＊＊ 12.2680 2.1 0.036＊＊
常用労働者数対数２乗 －1.6372 －2.89 0.004＊＊＊ －1.2186 －2.18 0.029＊＊ －1.1963 －2.11 0.035＊＊
鉱業，採石業，砂利採取業ダミー変数 －1.9211 －2.35 0.019＊＊ －1.5024 －1.81 0.07＊ －1.7233 －2.08 0.038＊＊
建設業ダミー変数 0.1478 0.78 0.437 0.2467 1.31 0.189 0.1621 0.85 0.393
電気・ガス・熱供給・水道業ダミー変数 1.1822 2.79 0.005＊＊＊ 1.0820 2.58 0.01＊＊＊ 1.2000 2.88 0.004＊＊＊
情報通信業ダミー変数 －0.1320 －0.54 0.591 －0.0135 －0.06 0.956 0.1662 0.67 0.501
運輸業，郵便業ダミー変数 0.3355 1.87 0.061＊ 0.4652 2.63 0.009＊＊＊ 0.2496 1.39 0.165
卸売業ダミー変数 0.3806 2.23 0.026＊＊ 0.4045 2.4 0.016＊＊ 0.1350 0.78 0.434
小売業ダミー変数 0.3702 1.75 0.081＊ 0.3313 1.59 0.112 0.4074 1.92 0.055＊
金融業，保険業ダミー変数 －0.3185 －0.94 0.348 0.0202 0.06 0.95 －0.1406 －0.43 0.666
不動産業，物品賃貸業ダミー変数 0.1355 0.34 0.734 0.5621 1.35 0.176 0.4068 1.02 0.308
宿泊業ダミー変数 －0.5909 －1.91 0.057＊ －0.3050 －0.99 0.321 －0.2846 －0.92 0.357
飲食サービス業ダミー変数 1.1327 1.06 0.287 1.2630 1.2 0.23 1.4877 1.39 0.163
教育，学習支援業ダミー変数 －0.7651 －1.35 0.178 －0.5209 －0.94 0.349 －0.8094 －1.25 0.213
医療，福祉ダミー変数 0.1671 0.5 0.616 0.2862 0.87 0.386 0.3541 1.05 0.294
その他サービス業ダミー変数 0.1220 0.81 0.417 0.2292 1.55 0.122 0.0989 0.66 0.512
その他ダミー変数 0.5254 1.85 0.064＊ 0.4248 1.51 0.132 0.2563 0.91 0.363
男性正社員平均年齢 －0.0188 －1.83 0.068＊ －0.0225 －2.22 0.026＊＊ －0.0071 －0.7 0.486
均等度スコア 0.0078 0.27 0.791 0.0108 0.37 0.71 0.0050 0.17 0.866
WLB 度スコア －0.0259 －1.58 0.115 －0.0123 －0.76 0.447 －0.0080 －0.49 0.627
均等度スコア× WLB 度スコア 0.0004 0.73 0.463 0.0003 0.43 0.667 0.0002 0.4 0.688

/cut1 41.5333 29.4137 29.5727
/cut2 42.2540 30.1823 30.4617
/cut3 43.7222 31.4606 31.9291
/cut4 44.8308 32.4386 33.0649

Number of obs 526 526 523
LR chi2 65.92 47.04 35.41
Prob > chi2 0 0.0009 0.0254
Pseudo R2 0.0481 0.0324 0.0269
＊＊＊…１％水準で有意，＊＊…５％水準で有意，＊…10％水準で有意。

表６－３　分析結果：順序プロビット（コース別雇用管理制度無し企業）
相対的売上高 相対的経常利益 相対的生産性

説明変数 係数 z 値 P>|z| 係数 z 値 P>|z| 係数 z 値 P>|z|
常用労働者数対数 0.2682 0.65 0.516 －0.5348 －1.3 0.193 0.1361 0.32 0.75
常用労働者数対数２乗 －0.0234 －0.73 0.467 0.0394 1.23 0.219 －0.0180 －0.54 0.589
鉱業，採石業，砂利採取業ダミー変数 －1.7416 －2.12 0.034＊＊ －1.5359 －1.86 0.063＊ －1.7265 －2.08 0.038＊＊
建設業ダミー変数 0.1785 0.97 0.332 0.1771 0.97 0.331 0.0990 0.54 0.591
電気・ガス・熱供給・水道業ダミー変数 0.9493 2.11 0.035＊＊ 0.7863 1.78 0.074＊ 0.8454 1.9 0.058＊
情報通信業ダミー変数 0.0852 0.43 0.669 0.2324 1.18 0.238 0.1733 0.87 0.386
運輸業，郵便業ダミー変数 0.3608 2.07 0.039＊＊ 0.3005 1.74 0.082＊ 0.2339 1.34 0.182
卸売業ダミー変数 0.5976 3.28 0.001＊＊＊ 0.5170 2.87 0.004＊＊＊ 0.3855 2.1 0.036＊＊
小売業ダミー変数 0.2615 1.8 0.072＊ 0.2419 1.68 0.093＊ 0.1087 0.74 0.458
金融業，保険業ダミー変数 －0.3487 －0.83 0.404 －0.1849 －0.51 0.613 －0.1080 －0.29 0.771
不動産業，物品賃貸業ダミー変数 0.4455 0.98 0.327 0.9889 2.02 0.043＊＊ 0.7215 1.59 0.112
宿泊業ダミー変数 －0.2602 －1.12 0.265 －0.2700 －1.16 0.245 －0.0527 －0.23 0.822
飲食サービス業ダミー変数 0.1062 0.29 0.77 0.2657 0.74 0.457 0.6334 1.74 0.082＊
教育，学習支援業ダミー変数 0.1221 0.29 0.773 －0.1126 －0.29 0.774 －0.2182 －0.44 0.662
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医療，福祉ダミー変数 0.0466 0.16 0.871 0.2809 0.99 0.322 0.1356 0.47 0.639
その他サービス業ダミー変数 0.2413 1.94 0.052＊ 0.2991 2.43 0.015＊＊ 0.1151 0.92 0.356
その他ダミー変数 0.2058 0.84 0.401 0.2671 1.08 0.282 0.1340 0.55 0.586
男性正社員平均年齢 －0.0292 －3.28 0.001＊＊＊ －0.0297 －3.36 0.001＊＊＊ －0.0249 －2.79 0.005＊＊＊
均等度スコア －0.0049 －0.22 0.829 －0.0122 －0.54 0.59 －0.0165 －0.72 0.474
WLB 度スコア －0.0231 －1.87 0.061＊ －0.0178 －1.45 0.146 －0.0108 －0.87 0.386
均等度スコア× WLB 度スコア 0.0006 1.34 0.182 0.0005 1.24 0.216 0.0005 1.1 0.272

/cut1 －2.4165 －4.7534 －2.7908
/cut2 －1.5979 －3.8630 －1.7127
/cut3 －0.2084 －2.6588 －0.3274
/cut4 0.9740 －1.6093 0.8220

Number of obs 684 684 678
LR chi2 55.13 49.82 32.16
Prob > chi2 0.0001 0.0004 0.0564
Pseudo R2 0.0312 0.0264 0.0189
＊＊＊…１％水準で有意，＊＊…５％水準で有意，＊…10％水準で有意。

　表６－１から表６－３より，いずれのケースにおいても，均等度スコア，交差項は有意では
なかった。WLB度スコアは，コース別雇用管理制度無し企業の相対的売上高に対しては，
10%水準でマイナスとなったが，有意性は低い。
　表２－１から表２－３の結果と比較すると，個別の均等度指標のいくつかについては，業績
を高めるという結果は得られているが，すべてを足し合わせた均等度スコアを見ると有意では
ないということから，均等施策を企業業績の向上につなげるには，効果のある施策をうまく選
んで行う必要があることを示唆している。

９．むすび

　本研究では，同業種・同規模の他社と比較した場合の企業の相対的な業績指標を用い，企業
業績に，均等施策やWLB施策への取り組みが影響を与えるのかどうかを分析した。主な分析
結果は，以下の４点である。１）均等度やWLB度に関する個別の指標では，均等施策の実施
のスコア，大卒正社員女性比率といった均等度に関する指標が，企業の相対的業績に有意な影
響を与えることが示された。２）均等施策やWLB施策の導入によって生じた企業全体の反応
を説明変数とし，相対的業績に与える影響を分析したところ，均等施策によって女性のモチ
ベーションが上がったことが，企業業績を有意に高めることが示された。３）WLB施策のうち，
育児のための短時間勤務制度の充実が，女性のモチベーションを上げることが示された。４）
女性の課長登用比が高まると企業全体のネガティブな反応が発生し，企業の業績も悪化する。
５）均等度やWLB度に関する指標を足し合わせて，均等度スコア，WLB度スコアを作成し，
それらが相対的業績に与える影響を分析したが，均等度スコア，WLB度スコア，これらのス
コアの交差項はいずれも業績に有意とはならなかった。
　このような分析で大きな問題となるのは，均等施策・WLB施策への取り組みが高いから業
績が良いのか，業績が良いから均等施策・WLB施策への取り組み等に力を入れるのか，とい
う因果関係である。この問題を解消するには，これらの施策の導入前後での業績変化の分析が
必要となる。残念ながら，今回利用したデータでは，業績の変化と施策導入のタイミングにつ
いての情報が得られなかったため，逆の因果関係の可能性は残る。しかしながら，施策導入に
よる「企業全体の反応」についての情報は得られており，これが業績に有意な影響を与えてい
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ることを明らかにした点は大きいと思われる。
　課題としては，説明変数間での因果関係を十分に反映しきれなかったという点が挙げられ
る。例えば説明変数に女性管理職登用比と均等度の指標とを同列に加えているが，実際は均等
施策の取り組みが進むことで女性管理職登用比が高まる，という流れがあるだろう。
　脇坂（2007）では，従業員一人当たりの売上高，経常利益に均等度，ファミフレ度（本研究
でいうWLB度）が与える影響を分析した結果，均等度，ファミフレ度の両方が高い企業で最
も高いという結果が得られた。一方，相対的な業績指標を用いた本研究では，そのような傾向
は見られなかった。しかし，均等施策の積極的な導入や，WLB施策の導入により女性のモチ
ベーションを上げることが，企業業績の向上につながることが示された。企業が長期的に利潤
を追求するのであれば，均等指標やWLB指標のうち企業業績に影響を与えるものを積極的に
導入することが望ましい。すなわち，企業が業績の向上を追求することは，均等施策やWLB
施策の取り組みと相いれないものではなく，長期的に利益となる「経営戦略」の柱となる可能
性が大きい。
　今回の分析結果で，数合せの形だけの課長登用によりかえって企業の雰囲気が悪くなること
で業績を悪化させている可能性が示された点である。均等施策導入をアピールしたい企業によ
り，昇進の準備ができていないにも関わらず突然白羽の矢が当たって昇進した女性が，結局，
周りの重圧に押されて潰れてしまい，やはり女性の管理職はだめだ，という意識につながって
しまうという悪い循環が起きていることをうかがい知ることができる。
　また，企業の業績向上につながる施策こそが，労働者にとってニーズの高い施策であるとも
考えられる。例えば，女性のモチベーションを上げるには，育児休業の充実よりも育児のため
の短時間勤務の充実の方が，業績にプラスである9）。女性は育児休業で長く休むよりは，育児
と両立させながら早く現場に復帰したいという気持の方が強いかもしれない10）。そしてそれが
可能となる短時間勤務制度の導入が，女性のモチベーションを上げているかもしれない。永瀬
（2014）は，自然実験により，育児短時間オプションの義務化が第１子出産確率を高めること
が示した。このことも，育児短時間が働く女性にとって必要とされる施策であるということを
示している。ただ，女性の勤続年数にマイナスの影響を与えていることには留意しなければな
らない。
　武石（2014）は，女性の昇進意欲や仕事へのやりがいについて分析を行い，その結果として，
「女性活躍推進や両立支援の施策は，女性の昇進意欲や仕事のやりがいを高める効果は限定的
で，重要なのは，職場の状況として女性活躍や両立支援の取り組みが実感できることである」
としている。やみくもな施策導入ではなく，女性が取り組みについて実感できるよう，真に必
要とされている施策を優先して導入していくという視点が必要であろう。

 9） 矢島（2015）は，出産経験のある女性を対象とした分析で，キャリア意識の変化（維持・向上）に対して，
短時間勤務を利用した場合に有意にマイナス，所定外労働免除を利用した場合にプラスの影響を与えると
いう結果を得ている。個人データと企業のデータという違いはあるものの，これは，短時間勤務制度の利
用に関するスコアが女性のモチベーションにプラスという本研究結果とは整合的でない。育児中の従業員
でも夜間までの勤務や土日勤務を求めた ｢資生堂ショック｣ と呼ばれる問題も記憶に新しい。短時間勤務
制度導入の影響については，今後も慎重に分析される必要がある。

10） 実際，女性の総合職と一般職の比較研究（大内・仙田　2003）では，育児休業をできるだけ長く取る一般
職に対して，総合職は育児を夫と協力し短時間勤務などを利用してできるだけ早く仕事に復帰するとい
う。
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